
■関税法（抄） 
昭和 29 年 4 ⽉ 2 ⽇法律第 61 号 

最終改正：令和 4 年 3 ⽉ 31 ⽇法律第 5 号 
 

第四章 保税地域 
 
（外国貨物を置く場所の制限） 
第三⼗条 外国貨物は、保税地域以外の場所に置くことができない。ただし、次に掲げるものについては、
この限りでない。 

⼀〜五 略 
２ 前項の規定にかかわらず、第六⼗九条の⼗⼀第⼀項第⼀号から第四号まで、第五号の⼆、第六号及び
第⼋号から第⼗号まで（輸⼊してはならない貨物）に掲げる貨物（輸⼊の⽬的以外の⽬的で本邦に到着し
たものに限り、同項第九号に掲げる貨物にあつては、回路配置利⽤権のみを侵害するものを除く。）は、保
税地域に置くことができない。 
 
（外国貨物の廃棄） 
第三⼗四条 保税地域にある外国貨物を廃棄しようとする者は、あらかじめその旨を税関に届け出なけれ
ばならない。ただし、第四⼗五条第⼀項ただし書（許可を受けた者の関税の納付義務等）（第三⼗六条、第
四⼗⼀条の三、第六⼗⼀条の四、第六⼗⼆条の七及び第六⼗⼆条の⼗五において準⽤する場合を含む。）の
規定により滅却について承認を受けた場合は、この限りでない。 
 
（許可を受けた者の関税の納付義務等） 
第四⼗五条 保税蔵置場にある外国貨物（輸出の許可を受けた貨物を除く。以下この項及び次項において
同じ。）が亡失し、⼜は滅却されたときは、当該保税蔵置場の許可を受けた者から、直ちにその関税を徴収
する。ただし、外国貨物が災害その他やむを得ない事情により亡失した場合⼜はあらかじめ税関⻑の承認
を受けて滅却された場合は、この限りでない。 
２及び３ 略 
 

第五章 運送 
 
（保税運送ができない貨物） 
第六⼗五条の三 第⼆⼗四条第⼀項（船舶⼜は航空機と陸地との交通等）、第六⼗三条第⼀項（保税運送）、
第六⼗三条の⼆第⼀項（保税運送の特例）、第六⼗三条の九第⼀項（郵便物の保税運送）⼜は第六⼗四条第
⼀項（難破貨物等の運送）の規定にかかわらず、第六⼗九条の⼗⼀第⼀項第⼀号から第四号まで、第五号
の⼆、第六号及び第⼋号から第⼗号まで（輸⼊してはならない貨物）に掲げる貨物（輸⼊の⽬的以外の⽬



的で本邦に到着したものに限り、同項第九号に掲げる貨物にあつては、回路配置利⽤権のみを侵害するも
のを除く。）は、外国貨物のまま運送（積卸しを含む。第百九条の⼆第⼀項及び第⼆項において同じ。）する
ことができない。 
 

第六章 通関 
 
（輸出⼜は輸⼊の許可） 
第六⼗七条 貨物を輸出し、⼜は輸⼊しようとする者は、政令で定めるところにより、当該貨物の品名並
びに数量及び価格（輸⼊貨物（特例申告貨物を除く。）については、課税標準となるべき数量及び価格）そ
の他必要な事項を税関⻑に申告し、貨物につき必要な検査を経て、その許可を受けなければならない。 
 
（輸出してはならない貨物） 
第六⼗九条の⼆ 次に掲げる貨物は、輸出してはならない。 

⼀ ⿇薬及び向精神薬、⼤⿇、あへん及びけしがら並びに覚醒剤（覚醒剤取締法（昭和⼆⼗六年法律第
⼆百五⼗⼆号）にいう覚醒剤原料を含む。）。ただし、政府が輸出するもの及び他の法令の規定により
輸出することができることとされている者が当該他の法令の定めるところにより輸出するものを除く。 

⼆ 児童ポルノ（児童買春、児童ポルノに係る⾏為等の規制及び処罰並びに児童の保護等に関する法律
（平成⼗⼀年法律第五⼗⼆号）第⼆条第三項（定義）に規定する児童ポルノをいう。） 

三 特許権、実⽤新案権、意匠権、商標権、著作権、著作隣接権⼜は育成者権を侵害する物品 
四 不正競争防⽌法（平成五年法律第四⼗七号）第⼆条第⼀項第⼀号から第三号まで、第⼗号、第⼗七

号⼜は第⼗⼋号（定義）に掲げる⾏為（これらの号に掲げる不正競争の区分に応じて同法第⼗九条第
⼀項第⼀号から第五号まで、第七号⼜は第九号（適⽤除外等）に定める⾏為を除く。）を組成する物品 

２ 税関⻑は、前項第⼀号、第三号⼜は第四号に掲げる貨物で輸出されようとするものを没収して廃棄す
ることができる。 
３ 税関⻑は、この章に定めるところに従い輸出されようとする貨物のうちに第⼀項第⼆号に掲げる貨物
に該当すると認めるのに相当の理由がある貨物があるときは、当該貨物を輸出しようとする者に対し、そ
の旨を通知しなければならない。 
 
（輸出してはならない貨物に係る認定⼿続） 
第六⼗九条の三 税関⻑は、この章に定めるところに従い輸出されようとする貨物のうちに前条第⼀項第
三号⼜は第四号に掲げる貨物に該当する貨物があると思料するときは、政令で定めるところにより、当該
貨物がこれらの号に掲げる貨物に該当するか否かを認定するための⼿続（以下この款において「認定⼿続」
という。）を執らなければならない。この場合において、税関⻑は、政令で定めるところにより、当該貨物
に係る特許権者等（特許権者、実⽤新案権者、意匠権者、商標権者、著作権者、著作隣接権者若しくは育成
者権者⼜は不正競争差⽌請求権者（同項第四号に掲げる貨物に係る同号に規定する⾏為による営業上の利
益の侵害について不正競争防⽌法第三条第⼀項（差⽌請求権）の規定により停⽌⼜は予防を請求すること



ができる者をいう。以下この款において同じ。）をいう。以下この条及び次条において同じ。）及び当該貨
物を輸出しようとする者に対し、当該貨物について認定⼿続を執る旨並びに当該貨物が前条第⼀項第三号
⼜は第四号に掲げる貨物に該当するか否かについてこれらの者が証拠を提出し、及び意⾒を述べることが
できる旨その他の政令で定める事項を通知しなければならない。 
２ 税関⻑は、前項の規定による通知を⾏う場合には、当該貨物に係る特許権者等に対しては当該貨物を
輸出しようとする者及び当該貨物の仕向⼈の⽒名⼜は名称及び住所を、当該貨物を輸出しようとする者に
対しては当該特許権者等の⽒名⼜は名称及び住所を、併せて通知するものとする。 
３ 税関⻑は、認定⼿続が執られる貨物の輸出に係る第六⼗七条（輸出⼜は輸⼊の許可）の規定に基づく
輸出申告書その他の税関⻑に提出された書類、当該認定⼿続において税関⻑に提出された書類⼜は当該貨
物における表⽰から、当該貨物を⽣産した者の⽒名若しくは名称⼜は住所が明らかであると認める場合に
は、第⼀項の通知と併せて、⼜は当該通知の後で当該認定⼿続が執られている間、その⽒名若しくは名称
⼜は住所を当該貨物に係る特許権者等に通知するものとする。 
４ 税関⻑は、認定⼿続を経た後でなければ、この章に定めるところに従い輸出されようとする貨物につ
いて前条第⼆項の措置をとることができない。 
５ 税関⻑は、認定⼿続が執られた貨物（次項において「疑義貨物」という。）が前条第⼀項第三号⼜は第
四号に掲げる貨物に該当すると認定したとき、⼜は該当しないと認定したときは、それぞれその旨及びそ
の理由を当該認定がされた貨物に係る特許権者等及び当該認定がされた貨物を輸出しようとする者に通知
しなければならない。ただし、次項の規定による通知をした場合は、この限りでない。 
６ 税関⻑は、前項本⽂の規定による疑義貨物に係る認定の通知をする前に当該疑義貨物が輸出されない
こととなつた場合には、当該疑義貨物に係る特許権者等に対し、その旨を通知するとともに、認定⼿続を
取りやめるものとする。この場合において、当該疑義貨物の輸出を取りやめようとする者は、あらかじめ
その旨を税関⻑に届け出なければならない。 
７ 第⼆項⼜は第三項の規定による通知を受けた者は、当該通知を受けた事項を、みだりに他⼈に知らせ、
⼜は不当な⽬的に使⽤してはならない。 
 
（輸出してはならない貨物に係る申⽴て⼿続等） 
第六⼗九条の四 特許権者等は、⾃⼰の特許権、実⽤新案権、意匠権、商標権、著作権、著作隣接権若しく
は育成者権⼜は営業上の利益を侵害すると認める貨物に関し、政令で定めるところにより、いずれかの税
関⻑に対し、その侵害の事実を疎明するために必要な証拠を提出し、当該貨物がこの章に定めるところに
従い輸出されようとする場合は当該貨物について当該税関⻑（以下この条及び次条において「申⽴先税関
⻑」という。）⼜は他の税関⻑が認定⼿続を執るべきことを申し⽴てることができる。この場合において、
不正競争差⽌請求権者は、当該貨物が第六⼗九条の⼆第⼀項第四号（輸出してはならない貨物）に掲げる
貨物（不正競争防⽌法第⼆条第⼀項第⼗号（定義）に係るものを除く。）である場合にあつては同法第⼆条
第⼀項第⼀号に規定する商品等表⽰であつて当該不正競争差⽌請求権者に係るものが需要者の間に広く認
識されているものであることその他の経済産業省令で定める事項についての意⾒を、当該貨物が第六⼗九
条の⼆第⼀項第四号に掲げる貨物（同法第⼆条第⼀項第⼗号に係るものに限る。）である場合にあつては当



該貨物が同法第⼆条第⼀項第⼗号に規定する不正使⽤⾏為により⽣じた物であること及び当該貨物を輸出
するおそれのある者が当該貨物を譲り受けた時に当該貨物が当該不正使⽤⾏為により⽣じた物であること
を知らず、かつ、知らないことにつき重⼤な過失がない者でないことについての認定を、経済産業省令で
定めるところにより、経済産業⼤⾂に求め、その意⾒⼜は認定の内容が記載された書⾯を申⽴先税関⻑に
提出しなければならない。 
２ 申⽴先税関⻑は、前項の規定による申⽴てがあつた場合において、当該申⽴てに係る侵害の事実を疎
明するに⾜りる証拠がないと認めるときは、当該申⽴てを受理しないことができる。 
３ 申⽴先税関⻑は、第⼀項の規定による申⽴てがあつた場合において、当該申⽴てを受理したときはそ
の旨及び当該申⽴てが効⼒を有する期間（税関⻑がその期間中にこの章に定めるところに従い輸出されよ
うとする貨物のうちに当該申⽴てに係る貨物があると認めるときは、その都度、当該申⽴てに基づき認定
⼿続を執ることとなる期間をいう。）を、前項の規定により当該申⽴てを受理しなかつたときはその旨及び
その理由を当該申⽴てをした者に通知しなければならない。 
４ 税関⻑は、第⼀項の規定による申⽴てを受理した場合⼜は当該申⽴てが他の税関⻑により受理された
場合において、当該申⽴てに係る貨物について認定⼿続を執つたときは、政令で定めるところにより、当
該申⽴てをした者⼜は当該貨物を輸出しようとする者に対し、それぞれその申請により、当該貨物を点検
する機会を与えなければならない。ただし、前条第六項の規定により当該認定⼿続を取りやめたときは、
この限りでない。 
 
（輸出差⽌申⽴てにおける専⾨委員への意⾒の求め） 
第六⼗九条の五 申⽴先税関⻑は、前条第⼀項の規定による申⽴てがあつた場合において必要があると認
めるときは、知的財産権（知的財産基本法（平成⼗四年法律第百⼆⼗⼆号）第⼆条第⼆項（定義）に規定す
る知的財産権をいう。以下同じ。）に関し学識経験を有する者であつてその申⽴てに係る事案の当事者と特
別の利害関係を有しないものを専⾨委員として委嘱し、政令で定めるところにより、当該専⾨委員に対し、
前条第⼀項の規定により提出された証拠が当該申⽴てに係る侵害の事実を疎明するに⾜りると認められる
か否かについて、意⾒を求めることができる。ただし、同項後段の規定により経済産業⼤⾂の意⾒⼜は認
定を求めるべき事項については、この限りでない。 
 
（輸出差⽌申⽴てに係る供託等） 
第六⼗九条の六 税関⻑は、第六⼗九条の四第⼀項（輸出してはならない貨物に係る申⽴て⼿続等）の規
定による申⽴てを受理した場合⼜は当該申⽴てが他の税関⻑により受理された場合において、当該申⽴て
に係る貨物についての認定⼿続が終了するまでの間当該貨物が輸出されないことにより当該貨物を輸出し
ようとする者が被るおそれがある損害の賠償を担保するため必要があると認めるときは、当該申⽴てをし
た者（以下この条において「申⽴⼈」という。）に対し、期限を定めて、相当と認める額の⾦銭をその指定
する供託所に供託すべき旨を命ずることができる。 
２ 税関⻑は、前項の規定により供託された⾦銭の額が同項に規定する損害の賠償を担保するのに不⾜す
ると認めるときは、申⽴⼈に対し、期限を定めて、その不⾜すると認める額の⾦銭を供託すべき旨を命ず



ることができる。 
３ 前⼆項の規定により供託する⾦銭は、国債、地⽅債その他の有価証券（社債、株式等の振替に関する
法律（平成⼗三年法律第七⼗五号）第⼆百七⼗⼋条第⼀項（振替債の供託）に規定する振替債を含む。以下
この条及び第六⼗九条の⼗（輸出してはならない貨物に係る認定⼿続を取りやめることの求め等）におい
て同じ。）で税関⻑が確実と認めるものをもつてこれに代えることができる。 
４ 第⼀項⼜は第⼆項の規定による命令によりされた供託に係る税関⻑に対する⼿続に関し必要な事項は、
政令で定める。 
５ 申⽴⼈は、政令で定めるところにより、第⼀項に規定する損害の賠償に充てるものとして所要の⾦銭
が当該申⽴⼈のために⽀払われる旨の契約を締結し、同項⼜は第⼆項の規定により定められた期限までに
その旨を税関⻑に届け出たときは、当該契約の効⼒の存する間、第⼀項⼜は第⼆項の⾦銭の全部⼜は⼀部
の供託をしないことができる。 
６ 第⼀項の貨物の輸出者は、申⽴⼈に対する同項に規定する損害に係る賠償請求権に関し、同項及び第
⼆項の規定により供託された⾦銭（第三項の規定による有価証券を含む。第⼋項から第⼗項までにおいて
同じ。）について、他の債権者に先⽴ち弁済を受ける権利を有する。 
７ 前項の権利の実⾏に関し必要な事項は、政令で定める。 
８ 第⼀項⼜は第⼆項の規定により⾦銭を供託した申⽴⼈は、次の各号に掲げる場合のいずれかに該当す
ることとなつたときは、その供託した⾦銭を取り戻すことができる。 

⼀ 供託の原因となつた貨物が第六⼗九条の⼆第⼀項第三号⼜は第四号（輸出してはならない貨物）に
掲げる貨物に該当する旨の第六⼗九条の三第五項本⽂（輸出してはならない貨物に係る認定⼿続）の
規定による通知を受けた場合 

⼆ 供託の原因となつた貨物について第六⼗九条の三第六項の規定による通知を受けた場合 
三 第⼀項の貨物の輸出者が当該供託した⾦銭の取戻しに同意したこと、同項に規定する損害に係る賠

償請求権が時効により消滅したことその他同項に規定する損害の賠償を担保する必要がなくなつたこ
とを税関⻑に証明し、その確認を受けた場合 

四 第五項の契約を締結して、政令で定めるところにより、税関⻑の承認を受けた場合 
五 供託した有価証券が償還を受けることとなつたことその他の事由により現に供託されている供託物

に代えて他の供託物を供託することについて、政令で定めるところにより、税関⻑の承認を受けた場
合 

９ 前項の規定による供託した⾦銭の取戻しに関し必要な事項は、法務省令・財務省令で定める。 
１０ 税関⻑は、第⼀項⼜は第⼆項の規定により供託すべき旨を命じられた者が、これらの規定により定
められた期限までにその供託を命じられた⾦銭の全部について、供託をせず、かつ、第五項の規定による
契約の締結の届出をしないときは、その供託を命じられる原因となつた貨物について認定⼿続を取りやめ
ることができる。 
１１ 税関⻑は、前項の規定により認定⼿続を取りやめたときは、当該認定⼿続に係る申⽴てをした者及
び当該認定⼿続に係る貨物を輸出しようとする者に対し、その旨を通知しなければならない。 
 



（輸出してはならない貨物に係る意⾒を聴くことの求め等） 
第六⼗九条の七 特許権、実⽤新案権若しくは意匠権を侵害する貨物⼜は不正競争防⽌法第⼆条第⼀項第
⼗号（定義）に掲げる⾏為（同法第⼗九条第⼀項第七号（適⽤除外等）に定める⾏為を除く。以下この項及
び第九項において同じ。）を組成する貨物に該当するか否かについての認定⼿続が執られたときは、これら
の貨物に係る特許権者等（特許権者、実⽤新案権者、意匠権者⼜は不正競争差⽌請求権者（同法第⼆条第
⼀項第⼗号に掲げる⾏為を組成する貨物に係る者に限る。以下この項、第九項及び第六⼗九条の⼗第⼀項
（輸出してはならない貨物に係る認定⼿続を取りやめることの求め等）において同じ。）をいう。以下この
条において同じ。）⼜は輸出者（当該認定⼿続に係る貨物を輸出しようとする者をいう。以下この条におい
て同じ。）は、政令で定めるところにより、当該特許権者等が第六⼗九条の三第⼀項（輸出してはならない
貨物に係る認定⼿続）の規定による通知を受けた⽇（以下この項及び第六⼗九条の⼗第⼆項において「通
知⽇」という。）から起算して⼗⽇（⾏政機関の休⽇の⽇数は、算⼊しない。）を経過する⽇（第六⼗九条の
⼗第⼀項及び第⼆項において「⼗⽇経過⽇」という。）までの期間（その期間の満了する⽇前に当該認定⼿
続の進⾏状況その他の事情を勘案して税関⻑が当該期間を延⻑することを必要と認めてその旨を当該特許
権者等及び当該輸出者に通知したときは、通知⽇から起算して⼆⼗⽇（⾏政機関の休⽇の⽇数は、算⼊し
ない。）を経過する⽇（第六⼗九条の⼗第⼀項において「⼆⼗⽇経過⽇」という。）までの期間）内は、当該
認定⼿続が執られている間に限り、税関⻑に対し、当該認定⼿続に係る貨物が当該特許権者等（不正競争
差⽌請求権者を除く。）の特許権、実⽤新案権⼜は意匠権を侵害する貨物に該当するか否かについての認定
⼿続が執られた場合にあつては技術的範囲等（特許法（昭和三⼗四年法律第百⼆⼗⼀号）第七⼗条第⼀項
（特許発明の技術的範囲）（実⽤新案法（昭和三⼗四年法律第百⼆⼗三号）第⼆⼗六条（特許法の準⽤）に
おいて準⽤する場合を含む。）に規定する技術的範囲⼜は意匠法（昭和三⼗四年法律第百⼆⼗五号）第⼆⼗
五条第⼀項（登録意匠の範囲等）に規定する範囲をいう。第九項及び第六⼗九条の九（輸出してはならな
い貨物に係る認定⼿続における専⾨委員への意⾒の求め）において同じ。）について特許庁⻑官の意⾒を聴
くことを、当該認定⼿続に係る貨物が当該特許権者等（不正競争差⽌請求権者に限る。）に係る不正競争防
⽌法第⼆条第⼀項第⼗号に掲げる⾏為を組成する貨物に該当するか否かについての認定⼿続が執られた場
合にあつては当該認定⼿続に係る貨物が同号に掲げる⾏為を組成する貨物に該当するか否かについて経済
産業⼤⾂の意⾒を聴くことを求めることができる。 
２ 税関⻑は、前項の規定による求めがあつたときは、政令で定めるところにより、経済産業⼤⾂⼜は特
許庁⻑官に対し、意⾒を求めるものとする。ただし、同項の規定による求めに係る貨物が第六⼗九条の⼆
第⼀項第三号⼜は第四号（輸出してはならない貨物）に掲げる貨物に該当するか否かが明らかであるとき
その他経済産業⼤⾂⼜は特許庁⻑官の意⾒を求める必要がないと認めるときは、この限りでない。 
３ 税関⻑は、第⼀項の規定による求めがあつた場合において、前項ただし書の規定により経済産業⼤⾂
⼜は特許庁⻑官の意⾒を求めなかつたときは、第⼀項の規定による求めをした特許権者等⼜は輸出者に対
し、その旨及びその理由を通知しなければならない。 
４ 経済産業⼤⾂⼜は特許庁⻑官は、第⼆項本⽂の規定により税関⻑から意⾒を求められたときは、その
求めがあつた⽇から起算して三⼗⽇以内に、書⾯により意⾒を述べなければならない。 
５ 税関⻑は、第⼆項本⽂の規定により経済産業⼤⾂⼜は特許庁⻑官の意⾒を求めたときは、その求めに



係る特許権者等及び輸出者に対し、その旨を通知しなければならない。 
６ 税関⻑は、第四項の規定による意⾒が述べられたときは、その意⾒に係る特許権者等及び輸出者に対
し、その旨及びその内容を通知しなければならない。 
７ 税関⻑は、第⼆項本⽂の規定により経済産業⼤⾂⼜は特許庁⻑官の意⾒を求めたときは、その求めに
係る第四項の規定による意⾒が述べられる前に、第⼀項の求めをした者が特許権者等である場合にあつて
はその求めに係る貨物が第六⼗九条の⼆第⼀項第三号⼜は第四号に掲げる貨物に該当しないことの認定を、
第⼀項の求めをした者が輸出者である場合にあつてはその求めに係る貨物が同条第⼀項第三号⼜は第四号
に掲げる貨物に該当することの認定をしてはならない。 
８ 税関⻑は、第⼆項本⽂の規定により経済産業⼤⾂⼜は特許庁⻑官の意⾒を求めた場合において、その
求めに係る第四項の規定による意⾒が述べられる前に、第⼀項の求めをした者が特許権者等である場合に
あつてはその求めに係る貨物が第六⼗九条の⼆第⼀項第三号⼜は第四号に掲げる貨物に該当すると認定し
たとき、若しくは第⼀項の求めをした者が輸出者である場合にあつてはその求めに係る貨物が同条第⼀項
第三号⼜は第四号に掲げる貨物に該当しないと認定したとき、⼜は第六⼗九条の三第六項若しくは前条第
⼗項の規定により当該貨物について認定⼿続を取りやめたときは、その旨を経済産業⼤⾂⼜は特許庁⻑官
に通知するものとする。この場合においては、経済産業⼤⾂⼜は特許庁⻑官は、第四項の規定による意⾒
を述べることを要しない。 
９ 税関⻑は、特許権、実⽤新案権若しくは意匠権を侵害する貨物⼜は不正競争防⽌法第⼆条第⼀項第⼗
号に掲げる⾏為を組成する貨物に該当するか否かについての認定⼿続において、第六⼗九条の三第⼀項の
規定による認定をするために必要があると認めるときは、特許権、実⽤新案権⼜は意匠権を侵害する貨物
に該当するか否かについての認定⼿続が執られた場合にあつては当該認定⼿続に係る貨物が当該貨物に係
る特許権者等（不正競争差⽌請求権者を除く。）の特許権、実⽤新案権⼜は意匠権を侵害する貨物に該当す
るか否かに関し、技術的範囲等についての意⾒を特許庁⻑官に、同号に掲げる⾏為を組成する貨物に該当
するか否かについての認定⼿続が執られた場合にあつては当該認定⼿続に係る貨物が当該貨物に係る特許
権者等（不正競争差⽌請求権者に限る。）に係る同号に掲げる⾏為を組成する貨物に該当するか否かについ
ての意⾒を経済産業⼤⾂に、政令で定めるところにより、求めることができる。 
１０ 第四項から第六項まで及び次条第五項の規定は、前項の規定により意⾒を求める場合について準⽤
する。この場合において、必要な技術的読替えは、政令で定める。 
 
（輸出してはならない貨物に係る認定⼿続における農林⽔産⼤⾂等への意⾒の求め） 
第六⼗九条の⼋ 税関⻑は、育成者権を侵害する貨物⼜は第六⼗九条の⼆第⼀項第四号（輸出してはなら
ない貨物）に掲げる貨物（不正競争防⽌法第⼆条第⼀項第⼗号（定義）に係るものを除く。以下この項及び
第五項において同じ。）に該当するか否かについての認定⼿続において、第六⼗九条の三第⼀項（輸出して
はならない貨物に係る認定⼿続）の規定による認定をするために必要があると認めるときは、政令で定め
るところにより、育成者権を侵害する貨物に該当するか否かについての認定⼿続にあつては農林⽔産⼤⾂
に、第六⼗九条の⼆第⼀項第四号に掲げる貨物に該当するか否かについての認定⼿続にあつては経済産業
⼤⾂に対し、当該認定のための参考となるべき意⾒を求めることができる。 



２ 農林⽔産⼤⾂⼜は経済産業⼤⾂は、前項の規定により税関⻑から意⾒を求められたときは、その求め
があつた⽇から起算して三⼗⽇以内に、書⾯により意⾒を述べなければならない。 
３ 税関⻑は、第⼀項の規定により意⾒を求めたときは、認定⼿続に係る育成者権者⼜は不正競争差⽌請
求権者及び当該認定⼿続に係る貨物を輸出しようとする者に対し、その旨を通知しなければならない。 
４ 税関⻑は、第⼆項の規定による意⾒が述べられたときは、前項の育成者権者⼜は不正競争差⽌請求権
者及び当該認定⼿続に係る貨物を輸出しようとする者に対し、その旨及びその内容を通知しなければなら
ない。 
５ 税関⻑は、第⼀項の規定により農林⽔産⼤⾂⼜は経済産業⼤⾂の意⾒を求めた場合において、その求
めに係る第⼆項の規定による意⾒が述べられる前にその求めに係る貨物が育成者権を侵害する貨物若しく
は第六⼗九条の⼆第⼀項第四号に掲げる貨物に該当すると認定したとき若しくは該当しないと認定したと
き、⼜は第六⼗九条の三第六項若しくは第六⼗九条の六第⼗項（輸出差⽌申⽴てに係る供託等）の規定に
より当該貨物について認定⼿続を取りやめたときは、その旨を農林⽔産⼤⾂⼜は経済産業⼤⾂に通知する
ものとする。この場合においては、農林⽔産⼤⾂⼜は経済産業⼤⾂は、第⼆項の規定による意⾒を述べる
ことを要しない。 
 
（輸出してはならない貨物に係る認定⼿続における専⾨委員への意⾒の求め） 
第六⼗九条の九 税関⻑は、第六⼗九条の⼆第⼀項第三号（輸出してはならない貨物）に掲げる貨物（育
成者権を侵害する貨物を除く。）に該当するか否かについての認定⼿続において、第六⼗九条の三第⼀項（輸
出してはならない貨物に係る認定⼿続）の規定による認定をするために必要があると認めるときは、知的
財産権に関し学識経験を有する者であつてその認定⼿続に係る事案の当事者と特別の利害関係を有しない
ものを専⾨委員として委嘱し、政令で定めるところにより、当該専⾨委員に対し、当該認定のための参考
となるべき意⾒を求めることができる。ただし、技術的範囲等については、この限りでない。 
 
（輸出してはならない貨物に係る認定⼿続を取りやめることの求め等） 
第六⼗九条の⼗ 第六⼗九条の四第⼀項（輸出してはならない貨物に係る申⽴て⼿続等）の規定による申
⽴てが受理された特許権者、実⽤新案権者、意匠権者⼜は不正競争差⽌請求権者（以下この条において「申
⽴特許権者等」という。）の申⽴てに係る貨物について認定⼿続が執られたときは、当該貨物を輸出しよう
とする者は、政令で定めるところにより、次の各号に掲げる場合の区分に応じ、それぞれ当該各号に定め
る⽇後は、当該認定⼿続が執られている間に限り、税関⻑に対し、当該認定⼿続を取りやめることを求め
ることができる。 

⼀ 第六⼗九条の七第⼀項（輸出してはならない貨物に係る意⾒を聴くことの求め等）の規定により⼗
⽇経過⽇までの期間を延⻑する旨の通知を受けた場合 ⼆⼗⽇経過⽇（同条第五項（同条第⼗項にお
いて準⽤する場合を含む。次号において同じ。）の規定により経済産業⼤⾂⼜は特許庁⻑官の意⾒を求
めた旨の通知を受けたときは、⼆⼗⽇経過⽇とその求めに係る同条第六項（同条第⼗項において準⽤
する場合を含む。次号において同じ。）の規定による通知を受けた⽇から起算して⼗⽇を経過する⽇と
のいずれか遅い⽇） 



⼆ 前号に掲げる場合以外の場合 ⼗⽇経過⽇（第六⼗九条の七第五項の規定により経済産業⼤⾂⼜は
特許庁⻑官の意⾒を求めた旨の通知を受けたときは、⼗⽇経過⽇とその求めに係る同条第六項の規定
による通知を受けた⽇から起算して⼗⽇を経過する⽇とのいずれか遅い⽇） 

２ 税関⻑は、申⽴特許権者等の申⽴てに係る貨物について認定⼿続を執つたときは、⼗⽇経過⽇前に、
当該貨物を輸出しようとする者に対し、通知⽇を通知しなければならない。 
３ 税関⻑は、第⼀項の規定により認定⼿続を取りやめることの求めがあつたときは、当該認定⼿続に係
る申⽴てをした申⽴特許権者等に対し、その旨を通知するとともに、当該求めをした者（以下この条にお
いて「請求者」という。）に対し、期限を定めて、当該認定⼿続に係る貨物が輸出されることにより当該申
⽴特許権者等が被るおそれがある損害の賠償を担保するために相当と認める額の⾦銭をその指定する供託
所に供託すべき旨を命じなければならない。 
４ 前項の規定により供託する⾦銭は、国債、地⽅債その他の有価証券で税関⻑が確実と認めるものをも
つてこれに代えることができる。 
５ 第三項の規定による命令によりされた供託に係る税関⻑に対する⼿続に関し必要な事項は、政令で定
める。 
６ 請求者は、政令で定めるところにより、第三項に規定する損害の賠償に充てるものとして所要の⾦銭
が当該請求者のために⽀払われる旨の契約を締結し、同項の規定により定められた期限までにその旨を税
関⻑に届け出たときは、当該契約の効⼒の存する間、同項の⾦銭の全部⼜は⼀部の供託をしないことがで
きる。 
７ 第三項の申⽴特許権者等は、請求者に対する同項に規定する損害に係る賠償請求権に関し、同項の規
定により供託された⾦銭（第四項の規定による有価証券を含む。第九項から第⼗⼀項までにおいて同じ。）
について、他の債権者に先⽴ち弁済を受ける権利を有する。 
８ 前項の権利の実⾏に関し必要な事項は、政令で定める。 
９ 第三項の規定により⾦銭を供託した請求者は、次の各号に掲げる場合のいずれかに該当することとな
つたときは、その供託した⾦銭を取り戻すことができる。 

⼀ 第⼗⼆項の申⽴特許権者等が当該供託した⾦銭の取戻しに同意したこと、第三項に規定する損害に
係る賠償請求権が時効により消滅したことその他同項に規定する損害の賠償を担保する必要がなくな
つたことを税関⻑に証明し、その確認を受けた場合 

⼆ 第六項の契約を締結して、政令で定めるところにより、税関⻑の承認を受けた場合 
三 供託した有価証券が償還を受けることとなつたことその他の事由により現に供託されている供託物

に代えて他の供託物を供託することについて、政令で定めるところにより、税関⻑の承認を受けた場
合 

四 前三号に掲げるもののほか、第⼗⼆項の申⽴特許権者等が同項の規定による通知を受けた⽇から起
算して三⼗⽇以内に第三項に規定する損害の賠償を求める訴えの提起をしなかつた場合 

１０ 前項の規定による供託した⾦銭の取戻しに関し必要な事項は、法務省令・財務省令で定める。 
１１ 税関⻑は、第三項の規定により供託すべき旨を命じられた者が、同項の規定により定められた期限
までにその供託を命じられた⾦銭の全部について、供託をし、⼜は第六項の規定による契約の締結の届出



をしたときは、その供託を命じられる原因となつた貨物について認定⼿続を取りやめるものとする。 
１２ 税関⻑は、前項の規定により認定⼿続を取りやめたときは、当該認定⼿続に係る貨物を輸出しよう
とする者及び当該認定⼿続に係る申⽴てをした申⽴特許権者等に対し、その旨を通知しなければならない。 
 

第⼆款 輸⼊してはならない貨物 
 
（輸⼊してはならない貨物） 
第六⼗九条の⼗⼀ 次に掲げる貨物は、輸⼊してはならない。 

⼀ ⿇薬及び向精神薬、⼤⿇、あへん及びけしがら並びに覚醒剤（覚醒剤取締法にいう覚醒剤原料を含
む。）並びにあへん吸煙具。ただし、政府が輸⼊するもの及び他の法令の規定により輸⼊することがで
きることとされている者が当該他の法令の定めるところにより輸⼊するものを除く。 

⼀の⼆ 医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律（昭和三⼗五年法律第百
四⼗五号）第⼆条第⼗五項（定義）に規定する指定薬物（同法第七⼗六条の四（製造等の禁⽌）に規
定する医療等の⽤途に供するために輸⼊するものを除く。） 

⼆ 拳銃、⼩銃、機関銃及び砲並びにこれらの銃砲弾並びに拳銃部品。ただし、他の法令の規定により
輸⼊することができることとされている者が当該他の法令の定めるところにより輸⼊するものを除く。 

三 爆発物（爆発物取締罰則（明治⼗七年太政官布告第三⼗⼆号）第⼀条に規定する爆発物をいい、前
号及び次号に掲げる貨物に該当するものを除く。）。ただし、他の法令の規定により輸⼊することがで
きることとされている者が当該他の法令の定めるところにより輸⼊するものを除く。 

四 ⽕薬類（⽕薬類取締法（昭和⼆⼗五年法律第百四⼗九号）第⼆条第⼀項（定義）に規定する⽕薬類
を いい、第⼆号に掲げる貨物に該当するものを除く。）。ただし、他の法令の規定により輸⼊すること
ができることとされている者が当該他の法令の定めるところにより輸⼊するものを除く。 
五 化学兵器の禁⽌及び特定物質の規制等に関する法律（平成七年法律第六⼗五号）第⼆条第三項（定

義等）に規定する特定物質。ただし、条約⼜は他の法令の規定により輸⼊することができることとさ
れている者が当該条約⼜は他の法令の定めるところにより輸⼊するものを除く。 

五の⼆ 感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（平成⼗年法律第百⼗四号）第六条
第⼆⼗項（定義等）に規定する⼀種病原体等及び同条第⼆⼗⼀項に規定する⼆種病原体等。ただし、
他の法令の規定により輸⼊することができることとされている者が当該他の法令の定めるところによ
り輸⼊するものを除く。 

六 貨幣、紙幣若しくは銀⾏券、印紙若しくは郵便切⼿（郵便切⼿以外の郵便に関する料⾦を表す証票
を含む。以下この号において同じ。）⼜は有価証券の偽造品、変造品及び模造品（印紙の模造品にあつ
ては印紙等模造取締法（昭和⼆⼗⼆年法律第百⼋⼗九号）第⼀条第⼆項の規定により財務⼤⾂の許可
を受けて輸⼊するものを除き、郵便切⼿の模造品にあつては郵便切⼿類模造等取締法（昭和四⼗七年
法律第五⼗号）第⼀条第⼆項の規定により総務⼤⾂の許可を受けて輸⼊するものを除く。）並びに不正
に作られた代⾦若しくは料⾦の⽀払⽤⼜は預貯⾦の引出⽤のカードを構成する電磁的記録をその構成
部分とするカード（その原料となるべきカードを含む。） 



七 公安⼜は⾵俗を害すべき書籍、図画、彫刻物その他の物品（次号に掲げる貨物に該当するものを除
く。） 

⼋ 児童ポルノ（児童買春、児童ポルノに係る⾏為等の規制及び処罰並びに児童の保護等に関する法律
第⼆条第三項（定義）に規定する児童ポルノをいう。） 

九 特許権、実⽤新案権、意匠権、商標権、著作権、著作隣接権、回路配置利⽤権⼜は育成者権を侵害
する物品（意匠権⼜は商標権のみを侵害する物品にあつては、次号に掲げる貨物に該当するものを除
く。） 

九の⼆ 意匠権⼜は商標権を侵害する物品（外国から⽇本国内にある者（意匠権を侵害する物品にあつ
ては当該物品を業として輸⼊する者を除くものとし、商標権を侵害する物品にあつては業としてその
物品を⽣産し、証明し、⼜は譲渡する者を除く。）に宛てて発送した貨物のうち、持込み⾏為（意匠法
第⼆条第⼆項第⼀号（定義等）⼜は商標法（昭和三⼗四年法律第百⼆⼗七号）第⼆条第七項（定義等）
に規定する外国にある者が外国から⽇本国内に他⼈をして持ち込ませる⾏為をいう。）に係るものに
限る。） 

⼗ 不正競争防⽌法第⼆条第⼀項第⼀号から第三号まで、第⼗号、第⼗七号⼜は第⼗⼋号（定義）に掲
げる⾏為（これらの号に掲げる不正競争の区分に応じて同法第⼗九条第⼀項第⼀号から第五号まで、
第七号⼜は第九号（適⽤除外等）に定める⾏為を除く。）を組成する物品 

２ 税関⻑は、前項第⼀号から第六号まで⼜は第九号から第⼗号までに掲げる貨物で輸⼊されようとする
ものを没収して廃棄し、⼜は当該貨物を輸⼊しようとする者にその積戻しを命ずることができる。 
３ 税関⻑は、この章に定めるところに従い輸⼊されようとする貨物のうちに第⼀項第七号⼜は第⼋号に
掲げる貨物に該当すると認めるのに相当の理由がある貨物があるときは、当該貨物を輸⼊しようとする者
に対し、その旨を通知しなければならない。 
 
（輸⼊してはならない貨物に係る認定⼿続） 
第六⼗九条の⼗⼆ 税関⻑は、この章に定めるところに従い輸⼊されようとする貨物のうちに前条第⼀項
第九号から第⼗号までに掲げる貨物に該当する貨物があると思料するときは、政令で定めるところにより、
当該貨物がこれらの号に掲げる貨物に該当するか否かを認定するための⼿続（以下この款において「認定
⼿続」という。）を執らなければならない。この場合において、税関⻑は、政令で定めるところにより、当
該貨物に係る特許権者等（特許権者、実⽤新案権者、意匠権者、商標権者、著作権者、著作隣接権者、回路
配置利⽤権者若しくは育成者権者⼜は不正競争差⽌請求権者（前条第⼀項第⼗号に掲げる貨物に係る同号
に規定する⾏為による営業上の利益の侵害について不正競争防⽌法第三条第⼀項（差⽌請求権）の規定に
より停⽌⼜は予防を請求することができる者をいう。以下この款において同じ。）をいう。以下この条にお
いて同じ。）及び当該貨物を輸⼊しようとする者に対し、当該貨物について認定⼿続を執る旨並びに当該貨
物が前条第⼀項第九号⼜は第⼗号に掲げる貨物に該当するか否かについてこれらの者が証拠を提出し、及
び意⾒を述べることができる旨その他の政令で定める事項を通知しなければならない。 
２ 税関⻑は、前項の規定による通知を⾏う場合には、当該貨物に係る特許権者等に対しては当該貨物を
輸⼊しようとする者及び当該貨物の仕出⼈の⽒名⼜は名称及び住所を、当該貨物を輸⼊しようとする者に



対しては当該特許権者等の⽒名⼜は名称及び住所を、併せて通知するものとする。 
３ 税関⻑は、認定⼿続が執られる貨物の輸⼊に係る第六⼗七条（輸出⼜は輸⼊の許可）の規定に基づく
輸⼊申告書その他の税関⻑に提出された書類、当該認定⼿続において税関⻑に提出された書類⼜は当該貨
物における表⽰から、当該貨物を⽣産した者の⽒名若しくは名称⼜は住所が明らかであると認める場合に
は、第⼀項の通知と併せて、⼜は当該通知の後で当該認定⼿続が執られている間、その⽒名若しくは名称
⼜は住所を当該貨物に係る特許権者等に通知するものとする。 
４ 税関⻑は、第⼀項の通知を受けた同項に規定する輸⼊しようとする者が、認定⼿続が執られた貨物（以
下この条及び第六⼗九条の⼗六（申請者による疑義貨物に係る⾒本の検査）において「疑義貨物」という。）
について前条第⼀項第九号から第⼗号までに掲げる貨物に該当しない旨の主張をする場合には、当該者に
対し、その旨を証する書類その他の政令で定める書類の提出を求めることができる。 
５ 税関⻑は、認定⼿続を経た後でなければ、この章に定めるところに従い輸⼊されようとする貨物につ
いて前条第⼆項の措置をとることができない。 
６ 税関⻑は、疑義貨物が前条第⼀項第九号から第⼗号までに掲げる貨物に該当すると認定したとき、⼜
は該当しないと認定したときは、それぞれその旨及びその理由を当該認定がされた貨物に係る特許権者等
及び当該認定がされた貨物を輸⼊しようとする者に通知しなければならない。ただし、次項の規定による
通知をした場合は、この限りでない。 
７ 税関⻑は、前項本⽂の規定による疑義貨物に係る認定の通知をする前に次の各号に掲げる場合のいず
れかに該当することとなつたときは、当該疑義貨物に係る特許権者等に対し、その旨を通知するとともに、
認定⼿続を取りやめるものとする。 

⼀ 第三⼗四条（外国貨物の廃棄）の規定により当該疑義貨物が廃棄された場合 
⼆ 第四⼗五条第⼀項ただし書（許可を受けた者の関税の納付義務等）（第三⼗六条、第四⼗⼀条の三、

第六⼗⼀条の四、第六⼗⼆条の七及び第六⼗⼆条の⼗五において準⽤する場合を含む。）の規定により
当該疑義貨物が滅却された場合 

三 第七⼗五条（外国貨物の積戻し）の規定により当該疑義貨物が積み戻された場合 
四 前三号に掲げる場合のほか、当該疑義貨物が輸⼊されないこととなつた場合 

８ 第⼆項若しくは第三項の規定による通知を受けた者⼜は第六⼗九条の⼗六第⼆項の規定により承認を
受けた同項に規定する申請者は、当該通知を受けた事項⼜は当該申請に係る⾒本の検査（分解を含む。同
条において同じ。）その他当該⾒本の取扱いにおいて知り得た事項を、みだりに他⼈に知らせ、⼜は不当な
⽬的に使⽤してはならない。 
 
（輸⼊してはならない貨物に係る申⽴て⼿続等） 
第六⼗九条の⼗三 特許権者、実⽤新案権者、意匠権者、商標権者、著作権者、著作隣接権者若しくは育成
者権者⼜は不正競争差⽌請求権者は、⾃⼰の特許権、実⽤新案権、意匠権、商標権、著作権、著作隣接権若
しくは育成者権⼜は営業上の利益を侵害すると認める貨物に関し、政令で定めるところにより、いずれか
の税関⻑に対し、その侵害の事実を疎明するために必要な証拠を提出し、当該貨物がこの章に定めるとこ
ろに従い輸⼊されようとする場合は当該貨物について当該税関⻑（以下この条及び次条において「申⽴先



税関⻑」という。）⼜は他の税関⻑が認定⼿続を執るべきことを申し⽴てることができる。この場合におい
て、不正競争差⽌請求権者は、当該貨物が第六⼗九条の⼗⼀第⼀項第⼗号（輸⼊してはならない貨物）に
掲げる貨物（不正競争防⽌法第⼆条第⼀項第⼗号（定義）に係るものを除く。）である場合にあつては同法
第⼆条第⼀項第⼀号に規定する商品等表⽰であつて当該不正競争差⽌請求権者に係るものが需要者の間に
広く認識されているものであることその他の経済産業省令で定める事項についての意⾒を、当該貨物が第
六⼗九条の⼗⼀第⼀項第⼗号に掲げる貨物（同法第⼆条第⼀項第⼗号に係るものに限る。）である場合にあ
つては当該貨物が同法第⼆条第⼀項第⼗号に規定する不正使⽤⾏為により⽣じた物であること及び当該貨
物を輸⼊するおそれのある者が当該貨物を譲り受けた時に当該貨物が当該不正使⽤⾏為により⽣じた物で
あることを知らず、かつ、知らないことにつき重⼤な過失がない者でないことについての認定を、経済産
業省令で定めるところにより、経済産業⼤⾂に求め、その意⾒⼜は認定の内容が記載された書⾯を申⽴先
税関⻑に提出しなければならない。 
２ 申⽴先税関⻑は、前項の規定による申⽴てがあつた場合において、当該申⽴てに係る侵害の事実を疎
明するに⾜りる証拠がないと認めるときは、当該申⽴てを受理しないことができる。 
３ 申⽴先税関⻑は、第⼀項の規定による申⽴てがあつた場合において、当該申⽴てを受理したときはそ
の旨及び当該申⽴てが効⼒を有する期間（税関⻑がその期間中にこの章に定めるところに従い輸⼊されよ
うとする貨物のうちに当該申⽴てに係る貨物があると認めるときは、その都度、当該申⽴てに基づき認定
⼿続を執ることとなる期間をいう。）を、前項の規定により当該申⽴てを受理しなかつたときはその旨及び
その理由を当該申⽴てをした者に通知しなければならない。 
４ 税関⻑は、第⼀項の規定による申⽴てを受理した場合⼜は当該申⽴てが他の税関⻑により受理された
場合において、当該申⽴てに係る貨物について認定⼿続を執つたときは、政令で定めるところにより、当
該申⽴てをした者⼜は当該貨物を輸⼊しようとする者に対し、それぞれその申請により、当該貨物を点検
する機会を与えなければならない。ただし、前条第七項の規定により当該認定⼿続を取りやめたときは、
この限りでない。 
 
（輸⼊差⽌申⽴てにおける専⾨委員への意⾒の求め） 
第六⼗九条の⼗四 申⽴先税関⻑は、前条第⼀項の規定による申⽴てがあつた場合において必要があると
認めるときは、知的財産権に関し学識経験を有する者であつてその申⽴てに係る事案の当事者と特別の利
害関係を有しないものを専⾨委員として委嘱し、政令で定めるところにより、当該専⾨委員に対し、同項
の規定により提出された証拠が当該申⽴てに係る侵害の事実を疎明するに⾜りると認められるか否かにつ
いて、意⾒を求めることができる。ただし、同項後段の規定により経済産業⼤⾂の意⾒⼜は認定を求める
べき事項については、この限りでない。 
 
（輸⼊差⽌申⽴てに係る供託等） 
第六⼗九条の⼗五 税関⻑は、第六⼗九条の⼗三第⼀項（輸⼊してはならない貨物に係る申⽴て⼿続等）
の規定による申⽴てを受理した場合⼜は当該申⽴てが他の税関⻑により受理された場合において、当該申
⽴てに係る貨物についての認定⼿続が終了するまでの間当該貨物が輸⼊されないことにより当該貨物を輸



⼊しようとする者が被るおそれがある損害の賠償を担保するため必要があると認めるときは、当該申⽴て
をした者（以下この条において「申⽴⼈」という。）に対し、期限を定めて、相当と認める額の⾦銭をその
指定する供託所に供託すべき旨を命ずることができる。 
２ 税関⻑は、前項の規定により供託された⾦銭の額が同項に規定する損害の賠償を担保するのに不⾜す
ると認めるときは、申⽴⼈に対し、期限を定めて、その不⾜すると認める額の⾦銭を供託すべき旨を命ず
ることができる。 
３ 前⼆項の規定により供託する⾦銭は、国債、地⽅債その他の有価証券（社債、株式等の振替に関する
法律第⼆百七⼗⼋条第⼀項（振替債の供託）に規定する振替債を含む。以下この条及び第六⼗九条の⼆⼗
（輸⼊してはならない貨物に係る認定⼿続を取りやめることの求め等）において同じ。）で税関⻑が確実と
認めるものをもつてこれに代えることができる。 
４ 第⼀項⼜は第⼆項の規定による命令によりされた供託に係る税関⻑に対する⼿続に関し必要な事項は、
政令で定める。 
５ 申⽴⼈は、政令で定めるところにより、第⼀項に規定する損害の賠償に充てるものとして所要の⾦銭
が当該申⽴⼈のために⽀払われる旨の契約を締結し、同項⼜は第⼆項の規定により定められた期限までに
その旨を税関⻑に届け出たときは、当該契約の効⼒の存する間、第⼀項⼜は第⼆項の⾦銭の全部⼜は⼀部
の供託をしないことができる。 
６ 第⼀項の貨物の輸⼊者は、申⽴⼈に対する同項に規定する損害に係る賠償請求権に関し、同項及び第
⼆項の規定により供託された⾦銭（第三項の規定による有価証券を含む。第⼋項から第⼗項までにおいて
同じ。）について、他の債権者に先⽴ち弁済を受ける権利を有する。 
７ 前項の権利の実⾏に関し必要な事項は、政令で定める。 
８ 第⼀項⼜は第⼆項の規定により⾦銭を供託した申⽴⼈は、次の各号に掲げる場合のいずれかに該当す
ることとなつたときは、その供託した⾦銭を取り戻すことができる。 

⼀ 供託の原因となつた貨物が第六⼗九条の⼗⼀第⼀項第九号から第⼗号まで（輸⼊してはならない貨
物）に掲げる貨物に該当する旨の第六⼗九条の⼗⼆第六項本⽂（輸⼊してはならない貨物に係る認定
⼿続）の規定による通知を受けた場合 

⼆ 供託の原因となつた貨物について第六⼗九条の⼗⼆第七項の規定による通知を受けた場合 
三 第⼀項の貨物の輸⼊者が当該供託した⾦銭の取戻しに同意したこと、同項に規定する損害に係る賠

償請求権が時効により消滅したことその他同項に規定する損害の賠償を担保する必要がなくなつたこ
とを税関⻑に証明し、その確認を受けた場合 

四 第五項の契約を締結して、政令で定めるところにより、税関⻑の承認を受けた場合 
五 供託した有価証券が償還を受けることとなつたことその他の事由により現に供託されている供託物

に代えて他の供託物を供託することについて、政令で定めるところにより、税関⻑の承認を受けた場
合 

９ 前項の規定による供託した⾦銭の取戻しに関し必要な事項は、法務省令・財務省令で定める。 
１０ 税関⻑は、第⼀項⼜は第⼆項の規定により供託すべき旨を命じられた者が、これらの規定により定
められた期限までにその供託を命じられた⾦銭の全部について、供託をせず、かつ、第五項の規定による



契約の締結の届出をしないときは、その供託を命じられる原因となつた貨物について認定⼿続を取りやめ
ることができる。 
１１ 税関⻑は、前項の規定により認定⼿続を取りやめたときは、当該認定⼿続に係る申⽴てをした者及
び当該認定⼿続に係る貨物を輸⼊しようとする者に対し、その旨を通知しなければならない。 
 
（申請者による疑義貨物に係る⾒本の検査） 
第六⼗九条の⼗六 第六⼗九条の⼗三第⼀項（輸⼊してはならない貨物に係る申⽴て⼿続等）の規定によ
る申⽴てが受理された特許権者、実⽤新案権者、意匠権者、商標権者、著作権者、著作隣接権者若しくは育
成者権者⼜は不正競争差⽌請求権者は、当該申⽴てに係る貨物について認定⼿続が執られている間に限り、
税関⻑に対し、当該認定⼿続に係る疑義貨物について、これらの者がその⾒本の検査をすることを承認す
るよう申請することができる。この場合において、当該申請を受けた税関⻑は、その旨を当該疑義貨物を
輸⼊しようとする者に通知しなければならない。 
２ 税関⻑は、次の各号のいずれの要件にも該当するときは、前項の申請に応じて、当該申請を⾏つた者
（その委託を受けた者を含む。以下この条（第五項を除く。）において「申請者」という。）が当該認定⼿続
に係る疑義貨物の⾒本の検査をすることを承認するものとする。ただし、当該申請に係る貨物が第六⼗九
条の⼗⼀第⼀項第九号（輸⼊してはならない貨物）に掲げる貨物（回路配置利⽤権を侵害する貨物を除く。
以下この項及び第五項において同じ。）⼜は同条第⼀項第九号の⼆若しくは第⼗号に掲げる貨物に該当する
か否かが明らかであるとき、その他当該⾒本の検査をすることを承認する必要がないと認めるときは、こ
の限りでない。 

⼀ 当該⾒本に係る疑義貨物が第六⼗九条の⼗⼀第⼀項第九号に掲げる貨物⼜は同項第九号の⼆若しく
は第⼗号に掲げる貨物に該当するものであることについて税関⻑に証拠を提出し、⼜は意⾒を述べる
ために、当該⾒本の検査をすることが必要であると認められること。 

⼆ 当該⾒本に係る疑義貨物を輸⼊しようとする者の利益が不当に侵害されるおそれがないと認められ
ること。 

三 前号に掲げるもののほか、当該⾒本が不当な⽬的に⽤いられるおそれがないと認められること。 
四 申請者が当該⾒本の運搬、保管⼜は検査その他当該⾒本の取扱いを適正に⾏う能⼒及び資⼒を有し

ていると認められること。 
３ 税関⻑は、前項の規定により申請者が⾒本の検査をすることを承認する場合には、その旨を当該申請
者（その委託を受けた者を除く。）及び当該⾒本に係る疑義貨物を輸⼊しようとする者に通知しなければな
らない。 
４ 第⼆項の規定により税関⻑が承認した場合には、申請者は、当該⾒本の検査に必要な限度において、
当該⾒本の運搬、保管⼜は検査の費⽤その他必要な費⽤を負担しなければならない。 
５ 前条（第⼗⼀項を除く。）の規定は、税関⻑が第⼆項の規定により承認する場合について準⽤する。こ
の場合において、次の表の上欄に掲げる規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の下欄に掲げる
字句に読み替えるものとする。 

読み替える規定 読み替えられる字句 読み替える字句 



第六⼗九条の⼗五第⼀項 当該申⽴てに係る貨物について
の認定⼿続が終了するまでの間
当該貨物が輸⼊されないことに
より 

当該⾒本に係る疑義貨物が第六
⼗九条の⼗⼀第⼀項第九号に掲
げる貨物⼜は同項第九号の⼆若
しくは第⼗号に掲げる貨物に該
当する貨物と認定されなかつた
場合に 

申⽴てをした者（以下この条にお
いて「申⽴⼈ 

承認の申請をした者（以下この条
において「申請者 

第六⼗九条の⼗五第⼆項、第五
項、第六項及び第⼋項 

申⽴⼈ 申請者 

第六⼗九条の⼗五第⼗項 認定⼿続を取りやめる 次条第⼆項の承認をしない 
 
６ 第⼆項の規定により承認を受けた申請者が⾒本の検査をする場合には、税関職員が⽴ち会うものとす
る。この場合において、当該⾒本に係る疑義貨物を輸⼊しようとする者は、税関⻑に申請し、これに⽴ち
会うことができる。 
７ 前各項に定めるもののほか、第⼀項の申請の⼿続、第四項の費⽤の負担その他申請者による⾒本の検
査に関し必要な事項は、政令で定める。 
 
（輸⼊してはならない貨物に係る意⾒を聴くことの求め等） 
第六⼗九条の⼗七 特許権、実⽤新案権若しくは意匠権を侵害する貨物⼜は不正競争防⽌法第⼆条第⼀項
第⼗号（定義）に掲げる⾏為（同法第⼗九条第⼀項第七号（適⽤除外等）に定める⾏為を除く。以下この項
及び第九項において同じ。）を組成する貨物に該当するか否かについての認定⼿続が執られたときは、これ
らの貨物に係る特許権者等（特許権者、実⽤新案権者、意匠権者⼜は不正競争差⽌請求権者（同法第⼆条
第⼀項第⼗号に掲げる⾏為を組成する貨物に係る者に限る。以下この項、第九項及び第六⼗九条の⼆⼗第
⼀項（輸⼊してはならない貨物に係る認定⼿続を取りやめることの求め等）において同じ。）をいう。以下
この条において同じ。）⼜は輸⼊者（当該認定⼿続に係る貨物を輸⼊しようとする者をいう。以下この条に
おいて同じ。）は、政令で定めるところにより、当該特許権者等が第六⼗九条の⼗⼆第⼀項（輸⼊してはな
らない貨物に係る認定⼿続）の規定による通知を受けた⽇（以下この項及び第六⼗九条の⼆⼗第⼆項にお
いて「通知⽇」という。）から起算して⼗⽇（⾏政機関の休⽇の⽇数は、算⼊しない。）を経過する⽇（第六
⼗九条の⼆⼗第⼀項及び第⼆項において「⼗⽇経過⽇」という。）までの期間（その期間の満了する⽇前に
当該認定⼿続の進⾏状況その他の事情を勘案して税関⻑が当該期間を延⻑することを必要と認めてその旨
を当該特許権者等及び当該輸⼊者に通知したときは、通知⽇から起算して⼆⼗⽇（⾏政機関の休⽇の⽇数
は、算⼊しない。）を経過する⽇（第六⼗九条の⼆⼗第⼀項において「⼆⼗⽇経過⽇」という。）までの期
間）内は、当該認定⼿続が執られている間に限り、税関⻑に対し、当該認定⼿続に係る貨物が当該特許権
者等（不正競争差⽌請求権者を除く。）の特許権、実⽤新案権⼜は意匠権を侵害する貨物に該当するか否か
についての認定⼿続が執られた場合にあつては技術的範囲等（特許法第七⼗条第⼀項（特許発明の技術的



範囲）（実⽤新案法第⼆⼗六条（特許法の準⽤）において準⽤する場合を含む。）に規定する技術的範囲⼜
は意匠法第⼆⼗五条第⼀項（登録意匠の範囲等）に規定する範囲をいう。第九項及び第六⼗九条の⼗九（輸
⼊してはならない貨物に係る認定⼿続における専⾨委員への意⾒の求め）において同じ。）について特許庁
⻑官の意⾒を聴くことを、当該認定⼿続に係る貨物が当該特許権者等（不正競争差⽌請求権者に限る。）に
係る不正競争防⽌法第⼆条第⼀項第⼗号に掲げる⾏為を組成する貨物に該当するか否かについての認定⼿
続が執られた場合にあつては当該認定⼿続に係る貨物が同号に掲げる⾏為を組成する貨物に該当するか否
かについて経済産業⼤⾂の意⾒を聴くことを求めることができる。 
２ 税関⻑は、前項の規定による求めがあつたときは、政令で定めるところにより、経済産業⼤⾂⼜は特
許庁⻑官に対し、意⾒を求めるものとする。ただし、同項の規定による求めに係る貨物が第六⼗九条の⼗
⼀第⼀項第九号から第⼗号まで（輸⼊してはならない貨物）に掲げる貨物に該当するか否かが明らかであ
るときその他経済産業⼤⾂⼜は特許庁⻑官の意⾒を求める必要がないと認めるときは、この限りでない。 
３ 税関⻑は、第⼀項の規定による求めがあつた場合において、前項ただし書の規定により経済産業⼤⾂
⼜は特許庁⻑官の意⾒を求めなかつたときは、第⼀項の規定による求めをした特許権者等⼜は輸⼊者に対
し、その旨及びその理由を通知しなければならない。 
４ 経済産業⼤⾂⼜は特許庁⻑官は、第⼆項本⽂の規定により税関⻑から意⾒を求められたときは、その
求めがあつた⽇から起算して三⼗⽇以内に、書⾯により意⾒を述べなければならない。 
５ 税関⻑は、第⼆項本⽂の規定により経済産業⼤⾂⼜は特許庁⻑官の意⾒を求めたときは、その求めに
係る特許権者等及び輸⼊者に対し、その旨を通知しなければならない。 
６ 税関⻑は、第四項の規定による意⾒が述べられたときは、その意⾒に係る特許権者等及び輸⼊者に対
し、その旨及びその内容を通知しなければならない。 
７ 税関⻑は、第⼆項本⽂の規定により経済産業⼤⾂⼜は特許庁⻑官の意⾒を求めたときは、その求めに
係る第四項の規定による意⾒が述べられる前に、第⼀項の求めをした者が特許権者等である場合にあつて
はその求めに係る貨物が第六⼗九条の⼗⼀第⼀項第九号から第⼗号までに掲げる貨物に該当しないことの
認定を、第⼀項の求めをした者が輸⼊者である場合にあつてはその求めに係る貨物が同条第⼀項第九号⼜
は第⼗号に掲げる貨物に該当することの認定をしてはならない。 
８ 税関⻑は、第⼆項本⽂の規定により経済産業⼤⾂⼜は特許庁⻑官の意⾒を求めた場合において、その
求めに係る第四項の規定による意⾒が述べられる前に、第⼀項の求めをした者が特許権者等である場合に
あつてはその求めに係る貨物が第六⼗九条の⼗⼀第⼀項第九号から第⼗号までに掲げる貨物に該当すると
認定したとき、若しくは第⼀項の求めをした者が輸⼊者である場合にあつてはその求めに係る貨物が同条
第⼀項第九号⼜は第⼗号に掲げる貨物に該当しないと認定したとき、⼜は第六⼗九条の⼗⼆第七項若しく
は第六⼗九条の⼗五第⼗項（輸⼊差⽌申⽴てに係る供託等）の規定により当該貨物について認定⼿続を取
りやめたときは、その旨を経済産業⼤⾂⼜は特許庁⻑官に通知するものとする。この場合においては、経
済産業⼤⾂⼜は特許庁⻑官は、第四項の規定による意⾒を述べることを要しない。 
９ 税関⻑は、特許権、実⽤新案権若しくは意匠権を侵害する貨物⼜は不正競争防⽌法第⼆条第⼀項第⼗
号に掲げる⾏為を組成する貨物に該当するか否かについての認定⼿続において、第六⼗九条の⼗⼆第⼀項
の規定による認定をするために必要があると認めるときは、特許権、実⽤新案権⼜は意匠権を侵害する貨



物に該当するか否かについての認定⼿続が執られた場合にあつては当該認定⼿続に係る貨物が当該貨物に
係る特許権者等（不正競争差⽌請求権者を除く。）の特許権、実⽤新案権⼜は意匠権を侵害する貨物に該当
するか否かに関し、技術的範囲等についての意⾒を特許庁⻑官に、同号に掲げる⾏為を組成する貨物に該
当するか否かについての認定⼿続が執られた場合にあつては当該認定⼿続に係る貨物が当該貨物に係る特
許権者等（不正競争差⽌請求権者に限る。）に係る同号に掲げる⾏為を組成する貨物に該当するか否かにつ
いての意⾒を経済産業⼤⾂に、政令で定めるところにより、求めることができる。 
１０ 第四項から第六項まで及び次条第五項の規定は、前項の規定により意⾒を求める場合について準⽤
する。この場合において、必要な技術的読替えは、政令で定める。 
 
（輸⼊してはならない貨物に係る認定⼿続における農林⽔産⼤⾂等への意⾒の求め） 
第六⼗九条の⼗⼋ 税関⻑は、育成者権を侵害する貨物⼜は第六⼗九条の⼗⼀第⼀項第⼗号（輸⼊しては
ならない貨物）に掲げる貨物（不正競争防⽌法第⼆条第⼀項第⼗号（定義）に係るものを除く。以下この項
及び第五項において同じ。）に該当するか否かについての認定⼿続において、第六⼗九条の⼗⼆第⼀項（輸
⼊してはならない貨物に係る認定⼿続）の規定による認定をするために必要があると認めるときは、政令
で定めるところにより、育成者権を侵害する貨物に該当するか否かについての認定⼿続にあつては農林⽔
産⼤⾂に、第六⼗九条の⼗⼀第⼀項第⼗号に掲げる貨物に該当するか否かについての認定⼿続にあつては
経済産業⼤⾂に対し、当該認定のための参考となるべき意⾒を求めることができる。 
２ 農林⽔産⼤⾂⼜は経済産業⼤⾂は、前項の規定により税関⻑から意⾒を求められたときは、その求め
があつた⽇から起算して三⼗⽇以内に、書⾯により意⾒を述べなければならない。 
３ 税関⻑は、第⼀項の規定により意⾒を求めたときは、認定⼿続に係る育成者権者⼜は不正競争差⽌請
求権者及び当該認定⼿続に係る貨物を輸⼊しようとする者に対し、その旨を通知しなければならない。 
４ 税関⻑は、第⼆項の規定による意⾒が述べられたときは、前項の育成者権者⼜は不正競争差⽌請求権
者及び当該認定⼿続に係る貨物を輸⼊しようとする者に対し、その旨及びその内容を通知しなければなら
ない。 
５ 税関⻑は、第⼀項の規定により農林⽔産⼤⾂⼜は経済産業⼤⾂の意⾒を求めた場合において、その求
めに係る第⼆項の規定による意⾒が述べられる前にその求めに係る貨物が育成者権を侵害する貨物若しく
は第六⼗九条の⼗⼀第⼀項第⼗号に掲げる貨物に該当すると認定したとき若しくは該当しないと認定した
とき、⼜は第六⼗九条の⼗⼆第七項若しくは第六⼗九条の⼗五第⼗項（輸⼊差⽌申⽴てに係る供託等）の
規定により当該貨物について認定⼿続を取りやめたときは、その旨を農林⽔産⼤⾂⼜は経済産業⼤⾂に通
知するものとする。この場合においては、農林⽔産⼤⾂⼜は経済産業⼤⾂は、第⼆項の規定による意⾒を
述べることを要しない。 
 
（輸⼊してはならない貨物に係る認定⼿続における専⾨委員への意⾒の求め） 
第六⼗九条の⼗九 税関⻑は、第六⼗九条の⼗⼀第⼀項第九号（輸⼊してはならない貨物）に掲げる貨物
（育成者権を侵害する貨物を除く。）⼜は同項第九号の⼆に掲げる貨物に該当するか否かについての認定⼿
続において、第六⼗九条の⼗⼆第⼀項（輸⼊してはならない貨物に係る認定⼿続）の規定による認定をす



るために必要があると認めるときは、知的財産権に関し学識経験を有する者であつてその認定⼿続に係る
事案の当事者と特別の利害関係を有しないものを専⾨委員として委嘱し、政令で定めるところにより、当
該専⾨委員に対し、当該認定のための参考となるべき意⾒を求めることができる。ただし、技術的範囲等
については、この限りでない。 
 
（輸⼊してはならない貨物に係る認定⼿続を取りやめることの求め等） 
第六⼗九条の⼆⼗ 第六⼗九条の⼗三第⼀項（輸⼊してはならない貨物に係る申⽴て⼿続等）の規定によ
る申⽴てが受理された特許権者、実⽤新案権者、意匠権者⼜は不正競争差⽌請求権者（以下この条におい
て「申⽴特許権者等」という。）の申⽴てに係る貨物について認定⼿続が執られたときは、当該貨物を輸⼊
しようとする者は、政令で定めるところにより、次の各号に掲げる場合の区分に応じ、それぞれ当該各号
に定める⽇後は、当該認定⼿続が執られている間に限り、税関⻑に対し、当該認定⼿続を取りやめること
を求めることができる。 

⼀ 第六⼗九条の⼗七第⼀項（輸⼊してはならない貨物に係る意⾒を聴くことの求め等）の規定により
⼗⽇経過⽇までの期間を延⻑する旨の通知を受けた場合 ⼆⼗⽇経過⽇（同条第五項（同条第⼗項に
おいて準⽤する場合を含む。次号において同じ。）の規定により経済産業⼤⾂⼜は特許庁⻑官の意⾒を
求めた旨の通知を受けたときは、⼆⼗⽇経過⽇とその求めに係る同条第六項（同条第⼗項において準
⽤する場合を含む。次号において同じ。）の規定による通知を受けた⽇から起算して⼗⽇を経過する⽇
とのいずれか遅い⽇） 

⼆ 前号に掲げる場合以外の場合 ⼗⽇経過⽇（第六⼗九条の⼗七第五項の規定により経済産業⼤⾂⼜
は特許庁⻑官の意⾒を求めた旨の通知を受けたときは、⼗⽇経過⽇とその求めに係る同条第六項の規
定による通知を受けた⽇から起算して⼗⽇を経過する⽇とのいずれか遅い⽇） 

２ 税関⻑は、申⽴特許権者等の申⽴てに係る貨物について認定⼿続を執つたときは、⼗⽇経過⽇前に、
当該貨物を輸⼊しようとする者に対し、通知⽇を通知しなければならない。 
３ 税関⻑は、第⼀項の規定により認定⼿続を取りやめることの求めがあつたときは、当該認定⼿続に係
る申⽴てをした申⽴特許権者等に対し、その旨を通知するとともに、当該求めをした者（以下この条にお
いて「請求者」という。）に対し、期限を定めて、当該認定⼿続に係る貨物が輸⼊されることにより当該申
⽴特許権者等が被るおそれがある損害の賠償を担保するために相当と認める額の⾦銭をその指定する供託
所に供託すべき旨を命じなければならない。 
４ 前項の規定により供託する⾦銭は、国債、地⽅債その他の有価証券で税関⻑が確実と認めるものをも
つてこれに代えることができる。 
５ 第三項の規定による命令によりされた供託に係る税関⻑に対する⼿続に関し必要な事項は、政令で定
める。 
６ 請求者は、政令で定めるところにより、第三項に規定する損害の賠償に充てるものとして所要の⾦銭
が当該請求者のために⽀払われる旨の契約を締結し、同項の規定により定められた期限までにその旨を税
関⻑に届け出たときは、当該契約の効⼒の存する間、同項の⾦銭の全部⼜は⼀部の供託をしないことがで
きる。 



７ 第三項の申⽴特許権者等は、請求者に対する同項に規定する損害に係る賠償請求権に関し、同項の規
定により供託された⾦銭（第四項の規定による有価証券を含む。第九項から第⼗⼀項までにおいて同じ。）
について、他の債権者に先⽴ち弁済を受ける権利を有する。 
８ 前項の権利の実⾏に関し必要な事項は、政令で定める。 
９ 第三項の規定により⾦銭を供託した請求者は、次の各号に掲げる場合のいずれかに該当することとな
つたときは、その供託した⾦銭を取り戻すことができる。 

⼀ 第⼗⼆項の申⽴特許権者等が当該供託した⾦銭の取戻しに同意したこと、第三項に規定する損害に
係る賠償請求権が時効により消滅したことその他同項に規定する損害の賠償を担保する必要がなくな
つたことを税関⻑に証明し、その確認を受けた場合 

⼆ 第六項の契約を締結して、政令で定めるところにより、税関⻑の承認を受けた場合 
三 供託した有価証券が償還を受けることとなつたことその他の事由により現に供託されている供託物

に代えて他の供託物を供託することについて、政令で定めるところにより、税関⻑の承認を受けた場
合 

四 前三号に掲げるもののほか、第⼗⼆項の申⽴特許権者等が同項の規定による通知を受けた⽇から起
算して三⼗⽇以内に第三項に規定する損害の賠償を求める訴えの提起をしなかつた場合 

１０ 前項の規定による供託した⾦銭の取戻しに関し必要な事項は、法務省令・財務省令で定める。 
１１ 税関⻑は、第三項の規定により供託すべき旨を命じられた者が、同項の規定により定められた期限
までにその供託を命じられた⾦銭の全部について、供託をし、⼜は第六項の規定による契約の締結の届出
をしたときは、その供託を命じられる原因となつた貨物について認定⼿続を取りやめるものとする。 
１２ 税関⻑は、前項の規定により認定⼿続を取りやめたときは、当該認定⼿続に係る貨物を輸⼊しよう
とする者及び当該認定⼿続に係る申⽴てをした申⽴特許権者等に対し、その旨を通知しなければならない。 

第三款 専⾨委員 
 
第六⼗九条の⼆⼗⼀ 第六⼗九条の五（輸出差⽌申⽴てにおける専⾨委員への意⾒の求め）及び第六⼗九
条の九（輸出してはならない貨物に係る認定⼿続における専⾨委員への意⾒の求め）並びに第六⼗九条の
⼗四（輸⼊差⽌申⽴てにおける専⾨委員への意⾒の求め）及び第六⼗九条の⼗九（輸⼊してはならない貨
物に係る認定⼿続における専⾨委員への意⾒の求め）の規定により税関⻑から意⾒を求められた専⾨委員
は、その意⾒を求められた事案に関して知り得た秘密を漏らしてはならない。専⾨委員でなくなつた後に
おいても、同様とする。 
２ 専⾨委員の委嘱その他専⾨委員に関し必要な事項は、政令で定める。 
 
（原産地を偽つた表⽰等がされている貨物の輸⼊） 
第七⼗⼀条 原産地について直接若しくは間接に偽つた表⽰⼜は誤認を⽣じさせる表⽰がされている外国
貨物については、輸⼊を許可しない。 
２ 税関⻑は、前項の外国貨物については、その原産地について偽つた表⽰⼜は誤認を⽣じさせる表⽰が
ある旨を輸⼊申告をした者に、直ちに通知し、期間を指定して、その者の選択により、その表⽰を消させ、



若しくは訂正させ、⼜は当該貨物を積みもどさせなければならない。 
 

第七節 外国貨物の積戻し 
 
第七⼗五条 本邦から外国に向けて⾏う外国貨物（仮に陸揚げされた貨物（外国為替及び外国貿易法（昭
和⼆⼗四年法律第⼆百⼆⼗⼋号）第四⼗⼋条第⼀項（輸出の許可等）の規定による許可を受けなければな
らないものを除く。第百⼋条の四第⼀項及び第⼆項並びに第百⼗⼀条第⼀項第⼀号において同じ。）を除く。）
の積戻しには、第六⼗七条（輸出⼜は輸⼊の許可）、第六⼗七条の⼆第⼀項及び第⼆項（輸出申告⼜は輸⼊
申告の⼿続）、第六⼗七条の三第⼀項（後段及び第三号を除く。）（輸出申告の特例）、第六⼗⼋条から第六
⼗九条の⼗まで（輸出申告⼜は輸⼊申告に際しての提出書類・貨物の検査に係る権限の委任・貨物の検査
場所・輸出してはならない貨物・輸出してはならない貨物に係る認定⼿続・輸出してはならない貨物に係
る申⽴て⼿続等・輸出差⽌申⽴てにおける専⾨委員への意⾒の求め・輸出差⽌申⽴てに係る供託等・輸出
してはならない貨物に係る意⾒を聴くことの求め等・輸出してはならない貨物に係る認定⼿続における農
林⽔産⼤⾂等への意⾒の求め・輸出してはならない貨物に係る認定⼿続における専⾨委員への意⾒の求め・
輸出してはならない貨物に係る認定⼿続を取りやめることの求め等）並びに第七⼗条（証明⼜は確認）の
規定を準⽤する。この場合において、第六⼗九条の⼆第⼀項中「貨物」とあるのは「貨物（第六⼗九条の⼗
⼀第⼆項の規定により積戻しを命じられたものを除く。）」と、同項第三号及び第四号中「物品」とあるの
は「物品（他の法令の規定により積み戻すことができることとされている者が当該他の法令の定めるとこ
ろにより積み戻すものを除く。）」と読み替えるものとする。 
 

第⼋節 郵便物等に関する特則 
 

（原産地を偽つた表⽰等がされている郵便物） 
第七⼗⼋条 輸⼊される郵便物中にある信書以外の物にその原産地について直接若しくは間接に偽つた表
⽰⼜は誤認を⽣じさせる表⽰がされているときは、税関⻑は、その旨を⽇本郵便株式会社に通知しなけれ
ばならない。 
２ ⽇本郵便株式会社は、前項の通知を受けたときは、名宛⼈に、その選択により、同項の表⽰を消させ、
⼜は訂正させなければならない。 
３ 名宛⼈が第⼀項の表⽰を消し、⼜は訂正しないときは、⽇本郵便株式会社は、その郵便物を交付して
はならない。 
 

第⼋章 不服申⽴て 
 
（再調査の請求） 
第⼋⼗九条 この法律⼜は他の関税に関する法律の規定による税関⻑の処分に不服がある者は、再調査の
請求をすることができる。 



２ この法律⼜は他の関税に関する法律の規定による税関職員の処分は、前項及び第九⼗⼀条の規定の適
⽤に関しては、当該職員の属する税関の税関⻑がした処分とみなす。 
 
第九⼗条 削除 
 
（審議会等への諮問） 
第九⼗⼀条 この法律⼜は他の関税に関する法律の規定による財務⼤⾂⼜は税関⻑の処分について審査請
求があつたときは、財務⼤⾂は、次の各号のいずれかに該当する場合を除き、審議会等（国家⾏政組織法
（昭和⼆⼗三年法律第百⼆⼗号）第⼋条（審議会等）に規定する機関をいう。）で政令で定めるものに諮問
しなければならない。 

⼀ 審査請求⼈から、その諮問を希望しない旨の申出がされている場合（参加⼈（⾏政不服審査法第⼗
三条第四項（参加⼈）に規定する参加⼈をいう。）から、当該諮問をしないことについて反対する旨の
申出がされている場合を除く。） 

⼆ 審査請求が不適法であり、却下する場合 
三 ⾏政不服審査法第四⼗六条第⼀項（処分についての審査請求の認容）の規定により審査請求に係る

処分（法令に基づく申請を却下し、⼜は棄却する処分及び事実上の⾏為を除く。）の全部を取り消し、
⼜は同法第四⼗七条第⼀号若しくは第⼆号（処分についての審査請求の認容）の規定により審査請求
に係る事実上の⾏為の全部を撤廃すべき旨を命じ、若しくは撤廃することとする場合（当該処分の全
部を取り消すこと⼜は当該事実上の⾏為の全部を撤廃すべき旨を命じ、若しくは撤廃することについ
て反対する旨の意⾒書が提出されている場合及び⼝頭意⾒陳述においてその旨の意⾒が述べられてい
る場合を除く。） 

四 ⾏政不服審査法第四⼗六条第⼆項各号に定める措置（法令に基づく申請の全部を認容すべき旨を命
じ、⼜は認容するものに限る。）をとることとする場合（当該申請の全部を認容することについて反対
する旨の意⾒書が提出されている場合及び⼝頭意⾒陳述においてその旨の意⾒が述べられている場合
を除く。） 

 
第⼗章 罰則 

 
第百⼋条の四 第六⼗九条の⼆第⼀項第⼀号（輸出してはならない貨物）に掲げる貨物を輸出した者（本
邦から外国に向けて⾏う外国貨物（仮に陸揚げされた貨物を除く。）の積戻し（第六⼗九条の⼗⼀第⼆項（輸
⼊してはならない貨物）の規定により命じられて⾏うものを除く。）をした者を含む。）は、⼗年以下の懲
役若しくは三千万円以下の罰⾦に処し、⼜はこれを併科する。 
２ 第六⼗九条の⼆第⼀項第⼆号から第四号までに掲げる貨物を輸出した者（本邦から外国に向けて⾏う
外国貨物（仮に陸揚げされた貨物を除く。）の積戻し（同項第三号及び第四号に掲げる物品であつて他の法
令の規定により当該物品を積み戻すことができることとされている者が当該他の法令の定めるところによ
り⾏うもの及び第六⼗九条の⼗⼀第⼆項の規定により命じられて⾏うものを除く。）をした者を含む。）は、



⼗年以下の懲役若しくは千万円以下の罰⾦に処し、⼜はこれを併科する。 
３ 前⼆項の犯罪の実⾏に着⼿してこれを遂げない者についても、これらの項の例による。 
４ 第⼀項の罪を犯す⽬的をもつてその予備をした者は、五年以下の懲役若しくは三千万円以下の罰⾦に
処し、⼜はこれを併科する。 
５ 第⼆項の罪を犯す⽬的をもつてその予備をした者は、五年以下の懲役若しくは五百万円以下の罰⾦に
処し、⼜はこれを併科する。 
 
第百九条 第六⼗九条の⼗⼀第⼀項第⼀号から第六号まで（輸⼊してはならない貨物）に掲げる貨物を輸
⼊した者は、⼗年以下の懲役若しくは三千万円以下の罰⾦に処し、⼜はこれを併科する。 
２ 第六⼗九条の⼗⼀第⼀項第七号から第九号まで及び第⼗号に掲げる貨物を輸⼊した者は、⼗年以下の
懲役若しくは千万円以下の罰⾦に処し、⼜はこれを併科する。 
３ 前⼆項の犯罪の実⾏に着⼿してこれを遂げない者についても、これらの項の例による。 
４ 第⼀項の罪を犯す⽬的をもつてその予備をした者は、五年以下の懲役若しくは三千万円以下の罰⾦に
処し、⼜はこれを併科する。 
５ 第⼆項の罪を犯す⽬的をもつてその予備をした者は、五年以下の懲役若しくは五百万円以下の罰⾦に
処し、⼜はこれを併科する。 
 
第百九条の⼆ 第六⼗九条の⼗⼀第⼀項第⼀号から第四号まで、第五号の⼆及び第六号（輸⼊してはなら
ない貨物）に掲げる貨物（輸⼊の⽬的以外の⽬的で本邦に到着したものに限る。）を第三⼗条第⼆項（外国
貨物を置く場所の制限）の規定に違反して保税地域に置き、⼜は第六⼗五条の三（保税運送ができない貨
物）の規定に違反して外国貨物のまま運送した者は、⼗年以下の懲役若しくは千万円以下の罰⾦に処し、
⼜はこれを併科する。 
２ 第六⼗九条の⼗⼀第⼀項第⼋号、第九号及び第⼗号に掲げる貨物（輸⼊の⽬的以外の⽬的で本邦に到
着したものに限り、同項第九号に掲げる貨物にあつては、回路配置利⽤権のみを侵害するものを除く。）を
第三⼗条第⼆項の規定に違反して保税地域に置き、⼜は第六⼗五条の三の規定に違反して外国貨物のまま
運送した者は、⼗年以下の懲役若しくは七百万円以下の罰⾦に処し、⼜はこれを併科する。 
３ 前⼆項の犯罪の実⾏に着⼿してこれを遂げない者についても、これらの項の例による。 
４ 第⼀項の罪を犯す⽬的をもつてその予備をした者は、五年以下の懲役若しくは五百万円以下の罰⾦に
処し、⼜はこれを併科する。 
５ 第⼆項の罪を犯す⽬的をもつてその予備をした者は、五年以下の懲役若しくは三百万円以下の罰⾦に
処し、⼜はこれを併科する。 
 
第百⼗⼆条 第百⼋条の四第⼀項若しくは第⼆項（輸出してはならない貨物を輸出する罪）、第百九条第⼀
項若しくは第⼆項（輸⼊してはならない貨物を輸⼊する罪）、第百九条の⼆第⼀項若しくは第⼆項（輸⼊し
てはならない貨物を保税地域に置く等の罪）⼜は第百⼗条第⼀項（関税を免れる等の罪）の犯罪に係る貨
物について、情を知つてこれを運搬し、保管し、有償若しくは無償で取得し、⼜は処分の媒介若しくはあ



つせん（以下この条においてこれらの⾏為を「運搬等」という。）をした者は、五年以下の懲役若しくは五
百万円以下の罰⾦に処し、⼜はこれを併科する。 
２ 前項の犯罪に係る貨物についての第百⼗条第⼀項の犯罪に係る関税⼜は関税の払戻しの額の五倍が五
百万円を超える場合においては、情状により、前項の罰⾦は、五百万円を超え当該関税⼜は関税の払戻し
の額の五倍に相当する⾦額以下とすることができる。 
３ 前条第⼀項の犯罪に係る貨物について情を知つて運搬等をした者は、三年以下の懲役若しくは五百万
円以下の罰⾦に処し、⼜はこれを併科する。ただし、当該犯罪に係る貨物の価格の三倍が五百万円を超え
るときは、罰⾦は、当該価格の三倍以下とする。 
 
第百⼗五条の三 第六⼗九条の⼆⼗⼀第⼀項（専⾨委員）の規定に違反して秘密を漏らした者は、六⽉以
下の懲役⼜は五⼗万円以下の罰⾦に処する。 
 
第百⼗七条 法⼈の代表者⼜は法⼈若しくは⼈の代理⼈、使⽤⼈その他の従業者がその法⼈⼜は⼈の業務
⼜は財産について、第百⼋条の四から第百⼗⼆条まで（輸出してはならない貨物を輸出する罪・輸⼊して
はならない貨物を輸⼊する罪・輸⼊してはならない貨物を保税地域に置く等の罪・関税を免れる等の罪・
許可を受けないで輸出⼊する等の罪・密輸貨物の運搬等をする罪）、第百⼗⼆条の⼆（⽤途外に使⽤する等
の罪）、第百⼗三条の⼆（特例申告書を提出期限までに提出しない罪）、第百⼗四条の⼆（報告を怠つた等
の罪）、第百⼗五条の⼆（帳簿の記載を怠つた等の罪）⼜は前条に該当する違反⾏為（同条中第百⼗三条（許
可を受けないで不開港に出⼊する罪）、第百⼗四条及び第百⼗五条（報告を怠つた等の罪）に係るものを除
く。）をしたときは、その⾏為者を罰するほか、その法⼈⼜は⼈に対して当該各条の罰⾦刑を科する。 
２ 前項の規定により第百⼋条の四から第百九条の⼆まで、第百⼗条第⼀項から第三項まで若しくは第五
項、第百⼗⼀条第⼀項から第三項まで⼜は第百⼗⼆条第⼀項の違反⾏為につき法⼈⼜は⼈に罰⾦刑を科す
る場合における時効の期間は、これらの規定の罪についての時効の期間による。 
３ ⼈格のない社団等（法⼈でない社団⼜は財団で代表者⼜は管理⼈の定めがあるものをいう。次項にお
いて同じ。）は、法⼈とみなして、前⼆項の規定を適⽤する。 
４ ⼈格のない社団等について第⼀項の規定の適⽤がある場合には、その代表者⼜は管理⼈がその訴訟⾏
為につきその⼈格のない社団等を代表するほか、法⼈を被告⼈⼜は被疑者とする場合の刑事訴訟に関する
法律の規定を準⽤する。 
第百⼗⼋条 第百⼋条の四から第百⼗⼀条まで（輸出してはならない貨物を輸出する罪・輸⼊してはなら
ない貨物を輸⼊する罪・輸⼊してはならない貨物を保税地域に置く等の罪・関税を免れる等の罪・許可を
受けないで輸出⼊する等の罪）の犯罪に係る貨物（第百⼗条⼜は第百⼗⼀条の犯罪に係る貨物にあつては、
輸⼊制限貨物等に限る。）、その犯罪⾏為の⽤に供した船舶若しくは航空機⼜は第百⼗⼆条（密輸貨物の運
搬等をする罪）の犯罪に係る貨物（第百⼋条の四⼜は第百九条の犯罪に係る貨物及び輸⼊制限貨物等に限
る。）（以下この条において「犯罪貨物等」と総称する。）は、没収する。ただし、犯罪貨物等が犯⼈以外の
者の所有に係り、かつ、その者が次の各号のいずれかに該当する場合は、この限りでない。 

⼀ 第百⼋条の四から第百⼗⼆条までの犯罪が⾏われることをあらかじめ知らないでその犯罪が⾏われ



た時から引き続き犯罪貨物等を所有していると認められるとき。 
⼆ 前号に掲げる犯罪が⾏われた後、その情を知らないで犯罪貨物等を取得したと認められるとき。 

２ 前項の規定により没収すべき犯罪貨物等（同項の船舶⼜は航空機を除く。以下この項において同じ。）
を没収することができない場合⼜は同項第⼆号の規定により犯罪貨物等を没収しない場合（これらの場合
のうち第百⼗⼆条（密輸貨物の運搬等をする罪）の犯罪に係る場合にあつては、同条第⼀項⼜は第三項の
貨物の取得に係る犯罪の場合に限る。）においては、その没収することができないもの⼜は没収しないもの
の犯罪が⾏われた時の価格に相当する⾦額を犯⼈から追徴する。 
３〜７ 略 
  



■知的財産基本法（抄） 
平成 14 年 12 ⽉ 4 ⽇法律第 122 号 

最終改正：令和 2 年 6 ⽉ 24 ⽇法律第 63 号 
 
（定義） 
第⼆条 この法律で「知的財産」とは、発明、考案、植物の新品種、意匠、著作物その他の⼈間の創造的活
動により⽣み出されるもの（発⾒⼜は解明がされた⾃然の法則⼜は現象であって、産業上の利⽤可能性が
あるものを含む。）、商標、商号その他事業活動に⽤いられる商品⼜は役務を表⽰するもの及び営業秘密そ
の他の事業活動に有⽤な技術上⼜は営業上の情報をいう。 
２ この法律で「知的財産権」とは、特許権、実⽤新案権、育成者権、意匠権、著作権、商標権その他の知
的財産に関して法令により定められた権利⼜は法律上保護される利益に係る権利をいう。 
３ 略 
  



■特許法（抄） 
昭和 34 年 4 ⽉ 13 ⽇法律第 121 号 

最終改正：令和３年 5 ⽉ 21 ⽇法律第 42 号 
 
（特許発明の技術的範囲） 
第七⼗条 特許発明の技術的範囲は、願書に添付した特許請求の範囲の記載に基づいて定めなければなら
ない。 
２ 前項の場合においては、願書に添付した明細書の記載及び図⾯を考慮して、特許請求の範囲に記載さ
れた⽤語の意義を解釈するものとする。 
３ 前⼆項の場合においては、願書に添付した要約書の記載を考慮してはならない。 
  



■実⽤新案法（抄） 
昭和 34 年 4 ⽉ 13 ⽇法律第 123 号 

最終改正：令和 3 年 5 ⽉ 21 ⽇法律第 42 号 
 
（特許法の準⽤） 
第⼆⼗六条 特許法第六⼗九条第⼀項及び第⼆項、第七⼗条から第七⼗⼀条の⼆まで（特許権の効⼒が及
ばない範囲及び特許発明の技術的範囲）、第七⼗三条（共有）、第七⼗六条（相続⼈がない場合の特許権の
消滅）、第七⼗九条（先使⽤による通常実施権）、第七⼗九条の⼆（特許権の移転の登録前の実施による通
常実施権）、第⼋⼗⼀条、第⼋⼗⼆条（意匠権の存続期間満了後の通常実施権）、第九⼗七条第⼀項（放棄）
並びに第九⼗⼋条第⼀項第⼀号及び第⼆項（登録の効果）の規定は、実⽤新案権に準⽤する。 
  



■意匠法（抄） 
昭和 34 年 4 ⽉ 13 ⽇法律第 123 号 

最終改正：令和４年６⽉ 17 ⽇法律第 68 号 
 
（登録意匠の範囲等） 
第⼆⼗四条 登録意匠の範囲は、願書の記載及び願書に添附した図⾯に記載され⼜は願書に添附した写真、
ひな形若しくは⾒本により現わされた意匠に基いて定めなければならない。 
２ 登録意匠とそれ以外の意匠が類似であるか否かの判断は、需要者の視覚を通じて起こさせる美感に基
づいて⾏うものとする。 
 
第⼆⼗五条 登録意匠及びこれに類似する意匠の範囲については、特許庁に対し、判定を求めることがで
きる。 
２ 特許庁⻑官は、前項の規定による求があつたときは、三名の審判官を指定して、その判定をさせなけ
ればならない。 
３ 特許法第七⼗⼀条第三項及び第四項の規定は、第⼀項の判定に準⽤する。 
 
第⼆⼗五条の⼆ 特許庁⻑官は、裁判所から登録意匠及びこれに類似する意匠の範囲について鑑定の嘱託
があつたときは、三名の審判官を指定して、その鑑定をさせなければならない。 
２ 特許法第七⼗⼀条の⼆第⼆項の規定は、前項の鑑定の嘱託に準⽤する。 
  



■不正競争防⽌法（抄） 
平成 5 年 5 ⽉ 19 ⽇法律第 47 号 

最終改正：平成 30 年 5 ⽉ 30 ⽇法律第 33 号 
 
（定義） 
第⼆条 この法律において「不正競争」とは、次に掲げるものをいう。 

⼀ 他⼈の商品等表⽰（⼈の業務に係る⽒名、商号、商標、標章、商品の容器若しくは包装その他の商
品⼜は営業を表⽰するものをいう。以下同じ。）として需要者の間に広く認識されているものと同⼀若
しくは類似の商品等表⽰を使⽤し、⼜はその商品等表⽰を使⽤した商品を譲渡し、引き渡し、譲渡若
しくは引渡しのために展⽰し、輸出し、輸⼊し、若しくは電気通信回線を通じて提供して、他⼈の商
品⼜は営業と混同を⽣じさせる⾏為 

⼆ ⾃⼰の商品等表⽰として他⼈の著名な商品等表⽰と同⼀若しくは類似のものを使⽤し、⼜はその商
品等表⽰を使⽤した商品を譲渡し、引き渡し、譲渡若しくは引渡しのために展⽰し、輸出し、輸⼊し、
若しくは電気通信回線を通じて提供する⾏為 

三 他⼈の商品の形態（当該商品の機能を確保するために不可⽋な形態を除く。）を模倣した商品を譲渡
し、貸し渡し、譲渡若しくは貸渡しのために展⽰し、輸出し、⼜は輸⼊する⾏為 

四〜九 略 
⼗ 第四号から前号までに掲げる⾏為（技術上の秘密（営業秘密のうち、技術上の情報であるものをい

う。以下同じ。）を使⽤する⾏為に限る。以下この号において「不正使⽤⾏為」という。）により⽣じ
た物を譲渡し、引き渡し、譲渡若しくは引渡しのために展⽰し、輸出し、輸⼊し、⼜は電気通信回線
を通じて提供する⾏為（当該物を譲り受けた者（その譲り受けた時に当該物が不正使⽤⾏為により⽣
じた物であることを知らず、かつ、知らないことにつき重⼤な過失がない者に限る。）が当該物を譲渡
し、引き渡し、譲渡若しくは引渡しのために展⽰し、輸出し、輸⼊し、⼜は電気通信回線を通じて提
供する⾏為を除く。） 

⼗⼀〜⼗六 略 
⼗七 営業上⽤いられている技術的制限⼿段（他⼈が特定の者以外の者に影像若しくは⾳の視聴、プロ

グラムの実⾏若しくは情報（電磁的記録（電⼦的⽅式、磁気的⽅式その他⼈の知覚によっては認識す
ることができない⽅式で作られる記録であって、電⼦計算機による情報処理の⽤に供されるものをい
う。）に記録されたものに限る。以下この号、次号及び第⼋項において同じ。）の処理⼜は影像、⾳、
プログラムその他の情報の記録をさせないために⽤いているものを除く。）により制限されている影
像若しくは⾳の視聴、プログラムの実⾏若しくは情報の処理⼜は影像、⾳、プログラムその他の情報
の記録（以下この号において「影像の視聴等」という。）を当該技術的制限⼿段の効果を妨げることに
より可能とする機能を有する装置（当該装置を組み込んだ機器及び当該装置の部品⼀式であって容易
に組み⽴てることができるものを含む。）、当該機能を有するプログラム（当該プログラムが他のプロ
グラムと組み合わされたものを含む。）若しくは指令符号（電⼦計算機に対する指令であって、当該指



令のみによって⼀の結果を得ることができるものをいう。次号において同じ。）を記録した記録媒体若
しくは記憶した機器を譲渡し、引き渡し、譲渡若しくは引渡しのために展⽰し、輸出し、若しくは輸
⼊し、若しくは当該機能を有するプログラム若しくは指令符号を電気通信回線を通じて提供する⾏為
（当該装置⼜は当該プログラムが当該機能以外の機能を併せて有する場合にあっては、影像の視聴等
を当該技術的制限⼿段の効果を妨げることにより可能とする⽤途に供するために⾏うものに限る。）
⼜は影像の視聴等を当該技術的制限⼿段の効果を妨げることにより可能とする役務を提供する⾏為 

⼗⼋〜⼆⼗⼆ 略 
２〜11 略 
 
（差⽌請求権） 
第三条 不正競争によって営業上の利益を侵害され、⼜は侵害されるおそれがある者は、その営業上の利
益を侵害する者⼜は侵害するおそれがある者に対し、その侵害の停⽌⼜は予防を請求することができる。 
２ 不正競争によって営業上の利益を侵害され、⼜は侵害されるおそれがある者は、前項の規定による請
求をするに際し、侵害の⾏為を組成した物（侵害の⾏為により⽣じた物を含む。第五条第⼀項において同
じ。）の廃棄、侵害の⾏為に供した設備の除却その他の侵害の停⽌⼜は予防に必要な⾏為を請求することが
できる。 
 
（技術上の秘密を取得した者の当該技術上の秘密を使⽤する⾏為等の推定） 
第五条の⼆ 技術上の秘密（⽣産⽅法その他政令で定める情報に係るものに限る。以下この条において同
じ。）について第⼆条第⼀項第四号、第五号⼜は第⼋号に規定する⾏為（営業秘密を取得する⾏為に限る。）
があった場合において、その⾏為をした者が当該技術上の秘密を使⽤する⾏為により⽣ずる物の⽣産その
他技術上の秘密を使⽤したことが明らかな⾏為として政令で定める⾏為（以下この条において「⽣産等」
という。）をしたときは、その者は、それぞれ当該各号に規定する⾏為（営業秘密を使⽤する⾏為に限る。）
として⽣産等をしたものと推定する。 
 
（適⽤除外等） 
第⼗九条 第三条から第⼗五条まで、第⼆⼗⼀条（第⼆項第七号に係る部分を除く。）及び第⼆⼗⼆条の規
定は、次の各号に掲げる不正競争の区分に応じて当該各号に定める⾏為については、適⽤しない。 

⼀ 第⼆条第⼀項第⼀号、第⼆号、第⼆⼗号及び第⼆⼗⼆号に掲げる不正競争 商品若しくは営業の普
通名称（ぶどうを原料⼜は材料とする物の原産地の名称であって、普通名称となったものを除く。）若
しくは同⼀若しくは類似の商品若しくは営業について慣⽤されている商品等表⽰（以下「普通名称等」
と総称する。）を普通に⽤いられる⽅法で使⽤し、若しくは表⽰をし、⼜は普通名称等を普通に⽤いら
れる⽅法で使⽤し、若しくは表⽰をした商品を譲渡し、引き渡し、譲渡若しくは引渡しのために展⽰
し、輸出し、輸⼊し、若しくは電気通信回線を通じて提供する⾏為（同項第⼆⼗号及び第⼆⼗⼆号に
掲げる不正競争の場合にあっては、普通名称等を普通に⽤いられる⽅法で表⽰をし、⼜は使⽤して役
務を提供する⾏為を含む。） 



⼆ 第⼆条第⼀項第⼀号、第⼆号及び第⼆⼗⼆号に掲げる不正競争 ⾃⼰の⽒名を不正の⽬的（不正の
利益を得る⽬的、他⼈に損害を加える⽬的その他の不正の⽬的をいう。以下同じ。）でなく使⽤し、⼜
は⾃⼰の⽒名を不正の⽬的でなく使⽤した商品を譲渡し、引き渡し、譲渡若しくは引渡しのために展
⽰し、輸出し、輸⼊し、若しくは電気通信回線を通じて提供する⾏為（同号に掲げる不正競争の場合
にあっては、⾃⼰の⽒名を不正の⽬的でなく使⽤して役務を提供する⾏為を含む。） 

三 第⼆条第⼀項第⼀号に掲げる不正競争 他⼈の商品等表⽰が需要者の間に広く認識される前からそ
の商品等表⽰と同⼀若しくは類似の商品等表⽰を使⽤する者⼜はその商品等表⽰に係る業務を承継し
た者がその商品等表⽰を不正の⽬的でなく使⽤し、⼜はその商品等表⽰を不正の⽬的でなく使⽤した
商品を譲渡し、引き渡し、譲渡若しくは引渡しのために展⽰し、輸出し、輸⼊し、若しくは電気通信
回線を通じて提供する⾏為 

四 第⼆条第⼀項第⼆号に掲げる不正競争 他⼈の商品等表⽰が著名になる前からその商品等表⽰と同
⼀若しくは類似の商品等表⽰を使⽤する者⼜はその商品等表⽰に係る業務を承継した者がその商品等
表⽰を不正の⽬的でなく使⽤し、⼜はその商品等表⽰を不正の⽬的でなく使⽤した商品を譲渡し、引
き渡し、譲渡若しくは引渡しのために展⽰し、輸出し、輸⼊し、若しくは電気通信回線を通じて提供
する⾏為 

五 第⼆条第⼀項第三号に掲げる不正競争 次のいずれかに掲げる⾏為 
イ ⽇本国内において最初に販売された⽇から起算して三年を経過した商品について、その商品の形

態を模倣した商品を譲渡し、貸し渡し、譲渡若しくは貸渡しのために展⽰し、輸出し、⼜は輸⼊す
る⾏為 

ロ 他⼈の商品の形態を模倣した商品を譲り受けた者（その譲り受けた時にその商品が他⼈の商品の
形態を模倣した商品であることを知らず、かつ、知らないことにつき重⼤な過失がない者に限る。）
がその商品を譲渡し、貸し渡し、譲渡若しくは貸渡しのために展⽰し、輸出し、⼜は輸⼊する⾏為 

六 第⼆条第⼀項第四号から第九号までに掲げる不正競争 取引によって営業秘密を取得した者（その
取得した時にその営業秘密について営業秘密不正開⽰⾏為であること⼜はその営業秘密について営業
秘密不正取得⾏為若しくは営業秘密不正開⽰⾏為が介在したことを知らず、かつ、知らないことにつ
き重⼤な過失がない者に限る。）がその取引によって取得した権原の範囲内においてその営業秘密を
使⽤し、⼜は開⽰する⾏為 

七 第⼆条第⼀項第⼗号に掲げる不正競争 第⼗五条第⼀項の規定により同項に規定する権利が消滅し
た後にその営業秘密を使⽤する⾏為により⽣じた物を譲渡し、引き渡し、譲渡若しくは引渡しのため
に展⽰し、輸出し、輸⼊し、⼜は電気通信回線を通じて提供する⾏為 

⼋ 第⼆条第⼀項第⼗⼀号から第⼗六号までに掲げる不正競争 次のいずれかに掲げる⾏為 
イ 取引によって限定提供データを取得した者（その取得した時にその限定提供データについて限定

提供データ不正開⽰⾏為であること⼜はその限定提供データについて限定提供データ不正取得⾏
為若しくは限定提供データ不正開⽰⾏為が介在したことを知らない者に限る。）がその取引によっ
て取得した権原の範囲内においてその限定提供データを開⽰する⾏為 

ロ その相当量蓄積されている情報が無償で公衆に利⽤可能となっている情報と同⼀の限定提供デ



ータを取得し、⼜はその取得した限定提供データを使⽤し、若しくは開⽰する⾏為 
九 第⼆条第⼀項第⼗七号及び第⼗⼋号に掲げる不正競争 技術的制限⼿段の試験⼜は研究のために⽤

いられる同項第⼗七号及び第⼗⼋号に規定する装置、これらの号に規定するプログラム若しくは指令
符号を記録した記録媒体若しくは記憶した機器を譲渡し、引き渡し、譲渡若しくは引渡しのために展
⽰し、輸出し、若しくは輸⼊し、若しくは当該プログラム若しくは指令符号を電気通信回線を通じて
提供する⾏為⼜は技術的制限⼿段の試験⼜は研究のために⾏われるこれらの号に規定する役務を提供
する⾏為 

２ 前項第⼆号⼜は第三号に掲げる⾏為によって営業上の利益を侵害され、⼜は侵害されるおそれがある
者は、次の各号に掲げる⾏為の区分に応じて当該各号に定める者に対し、⾃⼰の商品⼜は営業との混同を
防ぐのに適当な表⽰を付すべきことを請求することができる。 

⼀ 前項第⼆号に掲げる⾏為 ⾃⼰の⽒名を使⽤する者（⾃⼰の⽒名を使⽤した商品を⾃ら譲渡し、引
き渡し、譲渡若しくは引渡しのために展⽰し、輸出し、輸⼊し、⼜は電気通信回線を通じて提供する
者を含む。） 

⼆ 前項第三号に掲げる⾏為 他⼈の商品等表⽰と同⼀⼜は類似の商品等表⽰を使⽤する者及びその商
品等表⽰に係る業務を承継した者（その商品等表⽰を使⽤した商品を⾃ら譲渡し、引き渡し、譲渡若
しくは引渡しのために展⽰し、輸出し、輸⼊し、⼜は電気通信回線を通じて提供する者を含む。） 

  



■社債、株式等の振替に関する法律（抄） 
平成 13 年 6 ⽉ 27 ⽇法律第 75 号 

最終改正：令和 3 年 5 ⽉ 19 ⽇法律第 37 号 
 
（振替債の供託） 
第⼆百七⼗⼋条 法令の規定により担保若しくは保証として、⼜は公職選挙法（昭和⼆⼗五年法律第百号）
の規定により、第⼆条第⼀項第⼀号から第⼗号まで及び第⼗⼀号に掲げるもので振替機関が取り扱うもの
（以下この条において「振替債」という。）の供託をしようとする者は、主務省令で定めるところにより、
供託所（供託法（明治三⼗⼆年法律第⼗五号）第⼀条に規定する供託所をいう。以下この条において同じ。）
に供託書を提出し、かつ、当該振替債について振替⼝座簿の供託所の⼝座の第六⼗九条第⼆項第⼀号イ（第
百⼗三条、第百⼗五条、第百⼗七条、第百⼗⼋条、第百⼆⼗条、第百⼆⼗⼀条、第百⼆⼗⼆条、第百⼆⼗四
条及び第百⼆⼗七条において準⽤する場合を含む。）⼜は第九⼗⼆条第⼆項第⼀号に規定する保有欄に増額
⼜は増加の記載⼜は記録をするために第七⼗条第⼀項（第百⼗三条、第百⼗五条、第百⼗七条、第百⼗⼋
条、第百⼆⼗条、第百⼆⼗⼀条、第百⼆⼗⼆条、第百⼆⼗四条及び第百⼆⼗七条において準⽤する場合を
含む。）⼜は第九⼗五条第⼀項の振替の申請をしなければならない。 
２〜５ 略 
  



■⾏政不服審査法（抄） 
平成 26 年 6 ⽉ 13 ⽇法律第 68 号 

最終改正：令和 3 年 5 ⽉ 19 ⽇法律第 37 号 
 
（審査請求期間） 
第⼗⼋条 処分についての審査請求は、処分があったことを知った⽇の翌⽇から起算して三⽉（当該処分
について再調査の請求をしたときは、当該再調査の請求についての決定があったことを知った⽇の翌⽇か
ら起算して⼀⽉）を経過したときは、することができない。ただし、正当な理由があるときは、この限りで
ない。 
２及び３ 略 
 
（再調査の請求期間） 
第五⼗四条 再調査の請求は、処分があったことを知った⽇の翌⽇から起算して三⽉を経過したときは、
することができない。ただし、正当な理由があるときは、この限りでない。 
２ 略 
 


